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(57)【要約】
【課題】発泡を抑制しやすい層間絶縁膜を有する液晶表
示素子を提供し、その層間絶縁膜を形成する感放射線性
樹脂組成物を提供し、その層間絶縁膜とその製造方法を
提供して、液晶表示素子の製造方法を提供する。
【解決手段】液晶表示素子１は、対向配置された一対の
アレイ基板１５およびカラーフィルタ基板９０と、重合
性液晶組成物から形成されて、アレイ基板１５およびカ
ラーフィルタ基板９０の間に配置された液晶層１０と、
アレイ基板１５の液晶層１０側に積層された層間絶縁膜
５２とを有する。層間絶縁膜５２は、［Ａ］重合体およ
び［Ｂ］感光剤を含有する感放射線性樹脂組成物から製
造されて、膜厚２μｍにおける波長３１０ｎｍの光の透
過率が７０％以上とされる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　対向配置された一対の基板と、
　重合性液晶組成物から形成されて、前記基板間に配置された液晶層と、
　前記基板のうちの少なくとも一方の前記液晶層側に積層された層間絶縁膜とを有する液
晶表示素子であって、
　前記層間絶縁膜は、膜厚２μｍにおける波長３１０ｎｍの光の透過率が７０％以上であ
ることを特徴とする液晶表示素子。
【請求項２】
　前記層間絶縁膜は、膜厚が１μｍ～５μｍであることを特徴とする請求項１に記載の液
晶表示素子。
【請求項３】
　前記基板が画素電極を有し、該基板と該層間絶縁膜と該画素電極とをこの順で備えるこ
とを特徴とする請求項１または２に記載の液晶表示素子。
【請求項４】
　前記基板の前記液晶層側の表面に垂直配向性の液晶配向層を有し、ＶＡモード液晶表示
素子を構成することを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の液晶表示素子。
【請求項５】
　前記層間絶縁膜が、［Ａ］重合体および［Ｂ］感光剤を含有する感放射線性樹脂組成物
を用いて形成されることを特徴とする請求項１～４のいずれか１項に記載の液晶表示素子
。
【請求項６】
　前記重合性液晶組成物が、光重合性または熱重合性を有することを特徴とする請求項１
～５のいずれか１項に記載の液晶表示素子。
【請求項７】
　［Ａ］重合体および
　［Ｂ］感光剤
を含有する感放射線性樹脂組成物であって、
　請求項１～６のいずれか１項に記載の液晶表示素子の層間絶縁膜の形成に用いられるこ
とを特徴とする感放射線性樹脂組成物。
【請求項８】
　［Ａ］重合体が、エポキシ基、（メタ）アクリロイル基およびビニル基よりなる群から
選ばれる少なくとも１種の基を有することを特徴とする請求項７に記載の感放射線性樹脂
組成物。
【請求項９】
　［Ｂ］感光剤が、光ラジカル重合開始剤、光酸発生剤および光塩基発生剤よりなる群か
ら選ばれる少なくとも１種であることを特徴とする請求項７または８項に記載の感放射線
性樹脂組成物。
【請求項１０】
　請求項７～９のいずれか１項に記載の感放射線性樹脂組成物を用いて形成されて、膜厚
２μｍにおける波長３１０ｎｍの光の透過率が７０％以上であり、液晶表示素子に用いら
れることを特徴とする層間絶縁膜。
【請求項１１】
　［１］請求項７～９のいずれか１項に記載の感放射線性樹脂組成物の塗膜を基板上に形
成する工程、
　［２］工程［１］で形成した塗膜の少なくとも一部に放射線を照射する工程、
　［３］工程［２］で放射線を照射された塗膜を現像する工程、および
　［４］工程［３］で現像された塗膜を加熱する工程
を有し、膜厚２μｍにおける波長３１０ｎｍの光の透過率が７０％以上である、液晶表示
素子の層間絶縁膜を製造することを特徴とする層間絶縁膜の製造方法。
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【請求項１２】
　一対の基板間に挟持された重合性液晶組成物に電圧を印加した状態で光を照射する工程
を含む液晶表示素子の製造方法であって、
　前記一対の基板の少なくとも一方が、請求項１１記載の製造方法で製造された層間絶縁
膜を有することを特徴とする液晶表示素子の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶表示素子、感放射線性樹脂組成物、層間絶縁膜、層間絶縁膜の製造方法
および液晶表示素子の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示素子は、例えば、ガラス基板等、一対の基板に液晶を挟持して構成される。一
対の基板の表面には液晶の配向を制御する液晶配向層として配向膜を設けることが可能で
ある。液晶表示素子は、バックライトや外光等、光源から放射された光に対して微細なシ
ャッターとして機能し、光を部分的に透過し、または遮光をして表示を行う。液晶表示素
子は、薄型、軽量等の優れた特徴を有する。
【０００３】
　液晶表示素子は、開発当初、キャラクタ表示等を中心とする電卓や時計の表示素子とし
て利用された。その後、単純マトリクス方式の開発によりドットマトリクス表示が容易と
なってノートパソコンの表示素子等へと用途を拡大させた。さらに、アクティブマトリク
ス型の開発によってコントラスト比や応答性能の優れた良好な画質を実現できるようにな
り、高精細化、カラー化および視野角拡大等の課題も克服してデスクトップコンピュータ
のモニター用等に用途を拡大した。最近では、より広い視野角や液晶の高速応答化や表示
品位の向上等が実現され、大型の薄型テレビ用表示素子として利用されるに至っている。
【０００４】
　液晶表示素子では、液晶の初期配向状態や配向変化動作の異なる多様な液晶モードが知
られている。例えば、ＴＮ（Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）、ＳＴＮ（Ｓｕｐｅｒ　
Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）、ＩＰＳ（Ｉｎ－Ｐｌａｎｅｓ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ
）、ＶＡ（Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ）、ＦＦＳ（Ｆｒｉｎｇｅ　Ｆｉｅｌ
ｄ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）およびＯＣＢ（Ｏｐｔｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ
　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｃｅ）等の液晶モードがある。
【０００５】
　上記液晶モードのうちで、例えば、ＶＡモードは、一対の基板間に挟持される液晶を基
板に対して垂直または略垂直に配向させる液晶モードであり、広い視野角、速い応答速度
および高いコントラスト比を有することから、近年注目されているモードの１つである。
そして、ＶＡモードの液晶表示素子においては、その一例として、マルチドメイン垂直配
向（ＭＶＡ；Ｍｕｌｔｉ－ｄｏｍａｉｎ　Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ）モー
ドの開発が盛んに進められている。
【０００６】
　ＭＶＡモードの液晶表示素子は、配向膜とは別に液晶の配向方位を規制する配向規制用
構造を用いて、１画素内に液晶の配向方位が互いに異なる複数の領域（ドメイン）を設け
る。すなわち、ＭＶＡモードの液晶表示素子は、画素のマルチドメイン化を実現して、よ
り広い視野角特性を実現する
【０００７】
　ＭＶＡモードを含むＶＡモードの液晶表示素子では、それを製造するための有効な技術
として、ポリマー配向支持（ＰＳＡ；Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｕｓｔａｉｎｅｄ　Ａｌｉｇｎ
ｍｅｎｔ）技術の開発が進められている。ＰＳＡ技術では、モノマー、オリゴマー等の重
合性化合物（重合性成分）を液晶に混入して、液晶層を光重合性または熱重合性を有する
重合性液晶組成物によって構成する。そして、その液晶層に電圧を印加して液晶を傾斜配
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向させた状態を形成し、次いで、その液晶の傾斜状態のまま重合性成分を重合することに
より、電圧印加によって液晶が傾斜動作する方向を記憶した重合体を液晶層を挟持する基
板上に設ける方法である（例えば、特許文献１を参照。）。
【０００８】
　ＶＡモードの液晶表示素子では、ＰＳＡ技術を用いることにより、画素内の液晶の均一
な傾斜動作の実現と応答速度の向上が可能となる。そして、その一例であるＭＶＡモード
の液晶表示素子においては、さらに、所望とする画素のマルチドメイン化を高精度に実現
し、より広い視野角特性を実現することができる。
【０００９】
　以上のような、多様なモードを有する液晶表示素子は、近年さらなる表示の高精細化や
明るさの向上等による画質の向上が求められている。そのため、上述した液晶モードをア
クティブマトリクス型の液晶表示素子に適用し、さらに、その素子構造を各液晶モードに
適合したより好適なものに改善することで、表示の高画質化を実現する技術の開発が盛ん
に進められている。
【００１０】
　例えば、アクティブマトリクス型の液晶表示素子は、液晶を挟持する一対の基板のうち
の一方の上にゲート配線と信号配線とが格子状に配設され、ゲート配線と信号配線との交
差部に薄膜トランジスタ（ＴＦＴ：Ｔｈｉｎ　Ｆｉｌｍ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｅｒ）等のス
イッチング素子が設けられており、アレイ基板を構成している。アレイ基板上、ゲート配
線と信号配線とに囲まれた領域に画素電極が配置され、この画素電極により表示単位であ
る画素が構成されている。
【００１１】
　そして、液晶表示素子においては、明るさを向上して高画質化を実現しようとする場合
、画素電極を大きくすることが有効となる。アクティブマトリクス型の液晶表示素子にお
いても同様であり、画素電極の面積をできる限り大きくし、開口率を向上させることで明
るさを増大することができる。そのため、例えば、特許文献２では、画素電極をゲート配
線や信号配線と重畳させ、開口率を向上させる技術を開示する。すなわち、特許文献２に
は、アレイ基板において、画素電極と配線との間に厚膜の有機材料からなる絶縁膜を設け
ることにより、画素電極と配線との間のカップリング容量の増大を抑制しつつ、開口率の
向上を可能にした液晶表示素子が開示されている。そして、特許文献３には、絶縁膜の形
成に好適な樹脂組成物が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１２】
【特許文献１】特開２００３－１４９６４７号公報
【特許文献２】特開２００１－２６４７９８号公報
【特許文献３】特開２００４－２６４６２３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　しかしながら、特許文献２に記載される液晶表示素子のように、アレイ基板の配線と画
素電極との間に有機材料からなる層間絶縁膜を設ける場合、その層間絶縁膜に起因する発
泡が問題となることがあった。すなわち、液晶表示素子の、複数画素が配置されて表示を
行う画素領域において、ガスや気泡が発生して発泡を引き起こし、その結果、製品不良と
なることがあった。
【００１４】
　そして、このような液晶表示素子における発泡不良の発生は、上述のＰＳＡ技術を用い
たＶＡモードの液晶表示素子で特に顕著な現象となる。
【００１５】
　ＰＳＡ技術を用いたＶＡモードの液晶表示素子では、上述したように、液晶層を構成す
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る重合性液晶組成物が光重合性を有する場合、例えば、紫外線等の光照射によって、アレ
イ基板によって挟持された液晶層の重合性成分を重合する。その場合、重合性成分を重合
させるための紫外線の照射によって、アレイ基板の層間絶縁膜中の未反応成分の反応や層
間絶縁膜の構成有機材料の光分解反応が生じ、それに伴って低分子量の成分が形成される
。それら低分子の成分は、通常は吸着するなどして層間絶縁膜の内部やその表面に留まっ
ているが、液晶表示素子が衝撃を受けた場合などにおいて脱離が加速され、それが発泡と
なって画素領域に現れてくるものと解される。
【００１６】
　液晶表示素子においては、ＰＳＡ技術を用いたＶＡモードの液晶表示素子以外でも、例
えば、一対の基板間に液晶層を封止するシール工程等において、アレイ基板に光を照射す
る場合がある。また、製造後の使用により、外部から光を受けるなどして層間絶縁膜で低
分子成分が徐々に発生し、それが蓄積されて、使用時において発泡による不良を引き起こ
す可能性がある。
【００１７】
　したがって、液晶表示素子においては、アレイ基板において有機材料からなる層間絶縁
膜を設ける場合、発泡の抑制に有効な技術の適用が求められる。
【００１８】
　本発明は、以上のような課題に鑑みてなされたものである。すなわち、本発明の目的は
、発泡を抑制しやすい層間絶縁膜を有する液晶表示素子を提供することにある。
【００１９】
　本発明の目的は、発泡を抑制しやすい液晶表示素子の層間絶縁膜を形成する感放射線性
樹脂組成物を提供することにある。
【００２０】
　本発明の目的は、発泡を抑制しやすい液晶表示素子の層間絶縁膜を提供することにある
。
【００２１】
　本発明の目的は、発泡を抑制しやすい液晶表示素子の層間絶縁膜を形成する層間絶縁膜
の製造方法を提供することにある。
【００２２】
　本発明の目的は、発泡を抑制しやすい層間絶縁膜を有する液晶表示素子の製造方法を提
供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００２３】
　本発明の第１の態様は、対向配置された一対の基板と、
　重合性液晶組成物から形成されて、前記基板間に配置された液晶層と、
　前記基板のうちの少なくとも一方の前記液晶層側に積層された層間絶縁膜とを有する液
晶表示素子であって、
　前記層間絶縁膜は、膜厚２μｍにおける波長３１０ｎｍの光の透過率が７０％以上であ
ることを特徴とする液晶表示素子に関する。
【００２４】
　本発明の第１の態様において、前記層間絶縁膜は、膜厚が、１μｍ以上５μｍ以下、す
なわち、１μｍ～５μｍであることが好ましい。
【００２５】
　本発明の第１の態様において、前記基板が画素電極を有し、該基板と該層間絶縁膜と該
画素電極とをこの順で備えることが好ましい。
【００２６】
　本発明の第１の態様において、前記基板の前記液晶層側の表面に垂直配向性の液晶配向
層を有し、ＶＡモード液晶表示素子を構成することが好ましい。
【００２７】
　本発明の第１の態様において、前記層間絶縁膜が、［Ａ］重合体および［Ｂ］感光剤を
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含有する感放射線性樹脂組成物を用いて形成されることが好ましい。
【００２８】
　本発明の第１の態様において、前記重合性液晶組成物が、光重合性または熱重合性を有
することが好ましい。
【００２９】
　本発明の第２の態様は、
　［Ａ］重合体および
　［Ｂ］感光剤
を含有する感放射線性樹脂組成物であって、
　本発明の第１の態様の液晶表示素子の層間絶縁膜の形成に用いられることを特徴とする
感放射線性樹脂組成物に関する。
【００３０】
　本発明の第２の態様において、［Ａ］重合体が、エポキシ基、（メタ）アクリロイル基
およびビニル基よりなる群から選ばれる少なくとも１種の基を有することが好ましい。
【００３１】
　本発明の第２の態様において、［Ｂ］感光剤が、光ラジカル重合開始剤、光酸発生剤お
よび光塩基発生剤よりなる群から選ばれる少なくとも１種であることが好ましい。
【００３２】
　本発明の第３の態様は、本発明の第２の態様の感放射線性樹脂組成物を用いて形成され
て、膜厚２μｍにおける波長３１０ｎｍの光の透過率が７０％以上であり、液晶表示素子
に用いられることを特徴とする層間絶縁膜に関する。
【００３３】
　本発明の第４の態様は、
　［１］本発明の第２の態様の感放射線性樹脂組成物の塗膜を基板上に形成する工程、
　［２］工程［１］で形成した塗膜の少なくとも一部に放射線を照射する工程、
　［３］工程［２］で放射線を照射された塗膜を現像する工程、および
　［４］工程［３］で現像された塗膜を加熱する工程
を有し、膜厚２μｍにおける波長３１０ｎｍの光の透過率が７０％以上である、液晶表示
素子の層間絶縁膜を製造することを特徴とする層間絶縁膜の製造方法に関する。
【００３４】
　本発明の第５の態様は、
　一対の基板間に挟持された重合性液晶組成物に電圧を印加した状態で光を照射する工程
を含む液晶表示素子の製造方法であって、
　前記一対の基板の少なくとも一方が、本発明の第４の態様の層間絶縁膜の製造方法で製
造された層間絶縁膜を有することを特徴とする液晶表示素子の製造方法に関する。
【発明の効果】
【００３５】
　本発明の第１の態様によれば、発泡を抑制しやすい層間絶縁膜を有する液晶表示素子が
提供される。
【００３６】
　本発明の第２の態様によれば、発泡を抑制しやすい液晶表示素子の層間絶縁膜を形成す
る感放射線性樹脂組成物が提供される。
【００３７】
　本発明の第３の態様によれば、発泡を抑制しやすい液晶表示素子の層間絶縁膜が提供さ
れる。
【００３８】
　本発明の第４の態様によれば、発泡を抑制しやすい液晶表示素子の層間絶縁膜を形成す
る層間絶縁膜の製造方法が提供される。
【００３９】
　本発明の第５の態様によれば、発泡を抑制しやすい層間絶縁膜を有する液晶表示素子の
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製造方法が提供される。
【図面の簡単な説明】
【００４０】
【図１】本発明の第１実施形態の一例である液晶表示素子の画素領域における模式的な断
面図である。
【図２】本発明の第１実施形態の液晶表示素子のアレイ基板を構成するＴＦＴの別の例を
説明する模式的な断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００４１】
　以下、本発明の実施形態について、適宜図面を用いて説明する。
　尚、本発明において、露光に際して照射される「放射線」には、可視光線、紫外線、遠
紫外線、Ｘ線および荷電粒子線等が含まれる。
【００４２】
実施の形態１．
＜液晶表示素子＞
　本発明の第１実施形態の液晶表示素子は、対向配置された一対の基板と、その一対の基
板間に挟持されて配置された液晶層と、その一対の基板のうちの少なくとも一方の液晶層
側に配置された膜厚２μｍにおける波長３１０ｎｍの光の透過率が７０％以上である層間
絶縁膜とを有して構成された液晶表示素子である。本発明の第１実施形態の液晶表示素子
において、層間絶縁膜は、後述する本発明の第３実施形態の層間絶縁膜とすることができ
る。そして、その層間絶縁膜は、後述する本発明の第２実施形態の感放射線性樹脂組成物
を用い、本発明の第４実施形態の層間絶縁膜の製造方法にしたがって製造することができ
る。すなわち、本発明の第１実施形態の液晶表示素子は、後述する本発明の第４実施形態
の層間絶縁膜の製造方法によって形成された層間絶縁膜を用いて製造することができる。
【００４３】
　したがって、本発明の第１実施形態の液晶表示素子は、液晶層を挟持する基板上に画素
電極等とともに層間絶縁膜を有する。そのため、本実施形態の液晶表示素子は、上述した
ように、画素の高開口率化による高輝度表示を実現することができるが、さらに、その層
間絶縁膜が、従来技術に比べて高い紫外線透過特性を備え、特に、波長３１０ｎｍの光に
対して高い透過率を示す。すなわち、本発明の第１実施形態の液晶表示素子は、層間絶縁
膜の膜厚２μｍ換算の波長３１０ｎｍの光の透過率が、上述したように、７０％以上であ
る。
【００４４】
　その結果、本実施形態の液晶表示素子では、光による層間絶縁膜の反応、特に、より有
害な波長３１０ｎｍの光による反応を低減させることができる。そして、本実施形態の液
晶表示素子は、層間絶縁膜が光反応をして低分子の成分を発生させて画素領域内で発泡を
生じる不良を低減することができる。すなわち、本実施形態の液晶表示素子は、液晶層を
挟持する基板上に画素電極等とともに層間絶縁膜を有する一方、その層間絶縁膜が、発泡
を抑制しやすい層間絶縁膜であり、従来問題とされた発泡不良を低減することができる。
【００４５】
　本発明の第１実施形態の液晶表示素子において、液晶モードは、例えば、ＴＮ（Ｔｗｉ
ｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）、ＳＴＮ（Ｓｕｐｅｒ　Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）
、ＩＰＳ（Ｉｎ－Ｐｌａｎｅｓ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）、ＶＡ（Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌ
ｉｇｎｍｅｎｔ）、ＦＦＳ（Ｆｒｉｎｇｅ　Ｆｉｅｌｄ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）およびＯ
ＣＢ（Ｏｐｔｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｃｅ）等
の液晶モードを選択することができる。
【００４６】
　そして、本発明の第１実施形態の液晶表示素子は、発泡を抑制しやすい層間絶縁膜が、
画素の高開口率化による高画質表示化に有効に寄与するように、アクティブマトリクス型
の液晶表示素子であることが好ましい。
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【００４７】
　また、本発明の第１実施形態の液晶表示素子は、発泡を抑制しやすい層間絶縁膜の有効
性がより顕著となるように、ＰＳＡ技術を用いたアクティブマトリクス型のＶＡモード液
晶表示素子であることが好ましい。このＶＡモード液晶表示素子には、ＭＶＡモードも含
まれる。
【００４８】
　その場合、本発明の第１実施形態の液晶表示素子において、対向配置された一対の基板
間に挟持されて配置される液晶層は、重合性成分を含む重合性液晶組成物から形成されて
なる。そして、液晶層は、その一対の基板との間に封止された後、電圧が印加され、液晶
が傾斜配向された状態を形成した後、その電圧を印加した状態で重合性成分の重合が行わ
れ、電圧印加によって液晶が傾斜動作する方向を記憶した重合体を基板上に設けることが
できる。
【００４９】
　すなわち、本発明の第１実施形態の液晶表示素子は、その製造方法において、一対の基
板間に挟持された重合性液晶組成物に電圧を印加した状態で、ＵＶ光等の光を照射して、
または、加熱を行って、重合性液晶組成物の重合性成分を重合する工程が含まれることが
ある。そのようなことがであっても、一対の基板の少なくとも一方が、後述する本発明の
第４実施形態の層間絶縁膜の製造方法で製造された層間絶縁膜を有して構成されている。
その層間絶縁膜は、上述した発泡を抑制しやすい層間絶縁膜であり、上述した重合性液晶
組成物における重合性成分が光重合されたとしても、層間絶縁膜が光反応をして低分子の
成分を発生させる現象を低減することができる。
【００５０】
　その結果、本発明の第１実施形態の液晶表示素子は、速い応答速度、高いコントラスト
比およびより広い視野角を有して高画質化を実現し、さらに、発泡を低減して高信頼性を
実現することができる。
【００５１】
　以下、本発明の第１実施形態の液晶表示素子の一例として、ＰＳＡ技術を用いたアクテ
ィブマトリクス型のＶＡモード液晶表示素子について説明する。
【００５２】
　図１は、本発明の第１実施形態の一例である液晶表示素子の画素領域における模式的な
断面図である。
【００５３】
　図１に示す本発明の第１実施形態の一例である液晶表示素子１は、ＶＡモードの液晶表
示素子であり、より具体的には、ＰＳＡ技術を用いたアクティブマトリクス型のＶＡモー
ド液晶表示素子である。そして、液晶表示素子１は、透過型であり、表示素子用基板であ
るアレイ基板１５と、アレイ基板１５に対向配置されたカラーフィルタ基板９０とを有し
、さらに、両基板１５，９０の周囲に設けられたシール材（図示されない）により両基板
１５，９０間に液晶が封止されることによって液晶層１０が形成されている。
【００５４】
　アレイ基板１５は、複数の画素が配列された表示領域である画素領域において、基板２
１と層間絶縁膜５２と画素電極３６とがこの順で設けられた構造を有する。より具体的に
は、アレイ基板１５は、複数の画素が配列された表示領域である画素領域において、絶縁
性の基板２１上に、ベースコート膜２２と、半導体層２３と、ゲート絶縁膜２４と、ゲー
ト電極２５と、無機絶縁膜４１と、第一配線層６１からなるソース電極３４およびドレイ
ン電極３５と、層間絶縁膜５２と、画素毎に設けられた画素電極３６と、画素領域を覆う
ように設けられた配向膜３７とが基板２１側からこの順に積層された構造を有する。
【００５５】
　このように、アレイ基板１５を構成する基板２１上には、半導体層２３、ゲート絶縁膜
２４およびゲート電極２５を含み、且つ画素スイッチング素子として機能するＴＦＴ２９
が画素毎に直接作り込まれている。ＴＦＴ２９は、所謂トップゲート型のＴＦＴを構成す
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る。第一配線層６１からなるソース電極３４およびドレイン電極３５は、無機絶縁膜４１
に設けられたコンタクトホール３１ｆを介して半導体層２３のソース・ドレイン領域に接
続されている。また、画素電極３６は、層間絶縁膜５２に設けられたコンタクトホール３
１ｇを介して第一配線層６１からなるドレイン電極３５と接続されている。
【００５６】
　また、カラーフィルタ基板９０は、画素領域において、絶縁性の基板９１上に、各画素
間に設けられた遮光部材からなるブラックマトリクス９２と、画素毎に設けられた赤、緑
および青のカラーフィルタ９３と、透明導電膜からなる共通電極９４と、配向膜９５とが
基板９１側からこの順に形成されている。
【００５７】
　図１の液晶表示素子１についてより詳しく説明すると、基板２１としては、特に限定さ
れないが、例えば、ガラス基板、石英基板、アクリル樹脂等からなる樹脂基板などが好適
に用いられる。そして、基板２１においては、アレイ基板１５を構成するための前処理と
して、洗浄とプレアニールとが施されていることが好ましい。
【００５８】
　基板２１上のベースコート膜２２は、例えば、プラズマ化学気相成長（Ｐｌａｓｍａ　
Ｅｎｈａｎｃｅｄ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｖａｐｏｒ　Ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ：ＰＥＣＶＤ
）法により膜厚５０ｎｍのＳｉＯＮ膜と、膜厚１００ｎｍのＳｉＯｘ膜とをこの順に成膜
し、形成することができる。ＳｉＯＮ膜形成のための原料ガスとしては、モノシラン（Ｓ
ｉＨ４）、亜酸化窒素ガス（Ｎ２Ｏ）およびアンモニア（ＮＨ３）の混合ガス等が挙げら
れる。尚、ＳｉＯｘ膜は、原料ガスとして正珪酸四エチル（Ｔｅｔｒａ　Ｅｔｈｙｌ　Ｏ
ｒｔｈｏ　Ｓｉｌｉｃａｔｅ：ＴＥＯＳ）ガスを用いて形成されることが好ましい。また
、ベースコート膜２２は、原料ガスとしてモノシラン（ＳｉＨ４）およびアンモニア（Ｎ
Ｈ３）の混合ガス等を用いて形成された窒化シリコン（ＳｉＮｘ）膜を含んでもよい。ベ
ースコート膜２２の厚みは、８０ｎｍ以上６００ｎｍ以下、すなわち、８０ｎｍ～６００
ｎｍが好ましい。
【００５９】
　半導体層２３は、公知の方法に従い、ポリシリコン（ｐ－Ｓｉ）膜をパターニングして
形成されたものとすることができる。例えば、半導体層２３として、低温ポリシリコンを
挙げることができる。
【００６０】
　また、半導体層２３は、酸化物を用いて形成することができる。本実施形態の半導体層
２３に適用可能な酸化物としては、単結晶酸化物、多結晶酸化物、およびアモルファス酸
化物、並びにこれらの混合物が挙げられる。多結晶酸化物としては、例えば、酸化亜鉛（
ＺｎＯ）等を挙げることができる。
【００６１】
　半導体層２３に適用可能なアモルファス酸化物としては、インジウム（Ｉｎ）、亜鉛（
Ｚｎ）および錫（Ｓｎ）の少なくとも１種類の元素を含み構成されるアモルファス酸化物
を挙げることができる。
【００６２】
　半導体層２３に適用可能なアモルファス酸化物の具体的例としては、Ｓｎ－Ｉｎ－Ｚｎ
酸化物、Ｉｎ－Ｇａ－Ｚｎ酸化物（ＩＧＺＯ：酸化インジウムガリウム亜鉛）、Ｉｎ－Ｚ
ｎ－Ｇａ－Ｍｇ酸化物、Ｚｎ－Ｓｎ酸化物（ＺＴＯ：酸化亜鉛錫）、Ｉｎ酸化物、Ｇａ酸
化物、Ｉｎ－Ｓｎ酸化物、Ｉｎ－Ｇａ酸化物、Ｉｎ－Ｚｎ酸化物（ＩＺＯ：酸化インジウ
ム亜鉛）、Ｚｎ－Ｇａ酸化物、Ｓｎ－Ｉｎ－Ｚｎ酸化物、Ｉｎ－Ｓｎ－Ｚｎ酸化物（ＩＴ
ＺＯ：酸化インジウムスズ亜鉛）等を挙げることができる。尚、以上の場合、構成材料の
組成比は必ずしも、例えば、１：１または１：１：１である必要は無く、所望の特性を実
現する組成比の選択が可能である。
【００６３】
　半導体層２３を形成するｐ－Ｓｉのパターニングについては公知の方法に従うことがで
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きるが、例えば、先ず、ＰＥＣＶＤ法により、膜厚５０ｎｍのアモルファスシリコン（ａ
－Ｓｉ）膜を形成する。ａ－Ｓｉ膜形成のための原料ガスとしては、例えば、ＳｉＨ４、
ジシラン（Ｓｉ２Ｈ６）等が挙げられる。ＰＥＣＶＤ法により形成したａ－Ｓｉ膜には水
素が含まれているため、約５００℃でａ－Ｓｉ膜中の水素濃度を低減する処理（脱水素処
理）を行う。続いて、レーザアニールを行い、ａ－Ｓｉ膜を溶融、冷却および結晶化させ
ることにより、ｐ－Ｓｉ膜を形成する。レーザアニールには、例えば、エキシマレーザを
用いることができる。ｐ－Ｓｉ膜の形成には、レーザアニールの前処理として、（連続粒
界結晶シリコン（ＣＧ－シリコン）化するため）、脱水素処理せずニッケル等の金属触媒
を塗布して、熱処理による固相成長を行ってもよい。また、ａ－Ｓｉ膜の結晶化としては
、熱処理による固相成長のみを行ってもよい。次に、四フッ化炭素（ＣＦ４）および酸素
（Ｏ２）の混合ガスによるドライエッチングを行い、ｐ－Ｓｉ膜をパターニングし、半導
体層２３を形成する。半導体層２３の厚みは、２０ｎｍ～１００ｎｍが好ましい。
【００６４】
　半導体層２３には、図示されないチャネル領域とソース領域とドレイン領域とが形成さ
れているが、これらは後述するゲート絶縁膜２４を形成した後、または、さらに後述する
ゲート電極を形成した後、半導体層２３中に形成されたものである。
【００６５】
　すなわち、半導体層２３では、ＴＦＴ２９の閾値電圧を制御するために、イオンドーピ
ング法、イオン注入法等により、ゲート絶縁膜２４を介して、ボロン等の不純物がドーピ
ングされ、チャネル領域が形成される。
【００６６】
　また、半導体層２３では、ゲート電極２５をマスクとして、リンやボロン等の不純物が
、イオンドーピング法、イオン注入法等により高濃度にドーピングされる。次いで、半導
体層２３中に存在している不純物イオンを活性化させるために、約７００℃、６時間の熱
活性化処理が行われ、これにより、ソース領域およびドレイン領域が形成される。尚、不
純物イオンの活性化の方法としては、エキシマレーザを照射する方法等も挙げられる。
【００６７】
　ゲート絶縁膜２４は、例えば、膜厚４５ｎｍの酸化シリコンの膜とすることができる。
その形成には、、原料ガスとしてＴＥＯＳガスを用いることができる。ゲート絶縁膜２４
の材質としては特に限定されず、ＳｉＮｘ膜、ＳｉＯＮ膜等を用いてもよい。ＳｉＮｘ膜
およびＳｉＯＮ膜形成のための原料ガスとしては、ベースコート膜２２の形成工程で述べ
たものと同様の原料ガスが挙げられる。また、ゲート絶縁膜２４は、上記複数の材料から
なる積層体でもよい。ゲート絶縁膜２４の厚みは、３０ｎｍ～１５０ｎｍが好ましい。
【００６８】
　ゲート電極２５は、スパッタリング法を用いて、膜厚３０ｎｍの窒化タンタル（ＴａＮ
）膜と膜厚３７０ｎｍのタングステン（Ｗ）膜とをこの順に成膜し、続いて、フォトリソ
グラフィ法によりレジスト膜を所望の形状にパターニングすることによってレジストマス
クを形成した後、アルゴン（Ａｒ）、六フッ化硫黄（ＳＦ６）、四フッ化炭素（ＣＦ４）
、酸素（Ｏ２）、塩素（Ｃｌ２）等の混合ガス分量を調整したエッチングガスを用いてド
ライエッチングを行って形成されたものでる。ゲート電極２５の材料としては、タンタル
（Ｔａ）、モリブデン（Ｍｏ）、モリブデンタングステン（ＭｏＷ）等の表面が平坦で特
性の安定した高融点金属や、アルミニウム（Ａｌ）等の低抵抗金属が挙げられる。また、
ゲート電極２５は、上記複数の材料からなる積層体であってもよく、さらに、例えば、Ａ
ｌ、Ｃｒ、Ｔａ、Ｍｏ、Ｔｉ、Ｗ、Ｃｕ、Ｎｂ、Ｍｎ、Ｍｇから選ばれる複数の金属から
なる合金であってもよい。ゲート電極２５の厚みは、１００ｎｍ～５００ｎｍが好ましい
。
【００６９】
　無機絶縁膜４１は、基板２１全面にＰＥＣＶＤ法により、膜厚１００ｎｍ～４００ｎｍ
、より好ましくは、２００ｎｍ～３００ｎｍのＳｉＮｘ膜と、膜厚５００ｎｍ～１０００
ｎｍ、より好ましくは、６００ｎｍ～８００ｎｍのＴＥＯＳ膜とを成膜することによって
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、形成されたものである。無機絶縁膜４１としては、ＳｉＯＮ膜等を用いてもよい。また
、経時的なＴＦＴ２９の特性低下とともに、ＴＦＴ２９の電気特性を安定化するため、無
機絶縁膜４１の下層には５０ｎｍ程度の薄いキャップ膜（例えば、ＴＥＯＳ膜等）を形成
してもよい。
【００７０】
　コンタクトホール３１ｆは、フォトリソグラフィ法によりレジスト膜を所望の形状にパ
ターニングすることによってレジストマスクを形成した後、フッ酸系のエッチング溶液を
用いてゲート絶縁膜２４および無機絶縁膜４１のウェットエッチングを行って形成された
ものである。尚、エッチングには、ドライエッチングを用いてもよい。
【００７１】
　ソース電極３４およびドレイン電極３５は第一配線層６１からなるが、以下に示す工程
によって形成されたものである。すなわち、スパッタ法等で、膜厚１００ｎｍのチタン（
Ｔｉ）膜と、膜厚５００ｎｍのアルミニウム（Ａｌ）膜と、膜厚１００ｎｍのＴｉ膜とを
この順で成膜する。次に、フォトリソグラフィ法によりレジスト膜を所望の形状にパター
ニングすることによってレジストマスクを形成した後、ドライエッチングによりＴｉ／Ａ
ｌ／Ｔｉの金属積層膜をパターニングし、第一配線層６１を形成する。これにより、ソー
ス電極３４およびドレイン電極３５が形成される。尚、第一配線層６１を構成する金属と
しては、Ａｌに代えてＡｌ－Ｓｉ合金等を用いてもよい。また、ここでは、配線の低抵抗
化のためにＡｌを用いたが、高耐熱性が必要であり、且つ抵抗値のある程度の増加が許さ
れる場合（例えば、短い配線構造にする場合）は、第一配線層６１を構成する金属として
、上述したゲート電極材料（Ｔａ、Ｍｏ、ＭｏＷ、Ｗ、ＴａＮ、Ａｌ等）を用いてもよい
。
【００７２】
　層間絶縁膜５２は、特に限定されず非感放射線性硬化性樹脂組成物、または感放射線性
硬化性樹脂組成物のいずれも用いることができる。そして、層間絶縁膜５２は、後に詳述
する本発明の第２実施形態の感放射線性樹脂組成物を用いて形成されることが好ましく、
平坦化機能を備えた有機絶縁膜であることが特に好ましい。その場合、層間絶縁膜５２は
、後述する本発明の第２実施形態の感放射線性樹脂組成物を用い、後述する本発明の第４
実施形態の層間絶縁膜の製造方法にしたがって製造されることが好ましい。
【００７３】
　そして、層間絶縁膜５２は、優れた紫外線透過特性を有し、膜厚２μｍにおける波長３
１０ｎｍの光の透過率が７０％以上である。層間絶縁膜５２の膜厚は、絶縁機能と平坦化
機能を十分に発揮できる１μｍ～５μｍとすることが好ましく、より好ましくは２μｍ～
３μｍである。
【００７４】
　層間絶縁膜５２は、上述のように、例えば、本発明の第２実施形態の感放射線性樹脂組
成物を用いて製造されるが、その場合、スピンナを用いたスピンコート法等により、基板
２１全面に本発明の第２実施形態の感放射線性樹脂組成物の塗膜を形成する。次いで、所
望の形状の遮光パターンが形成されたフォトマスクを介して露光をした後、エッチング（
現像処理）を行うことによって、例えば、コンタクトホール３１ｇとなる領域の塗膜を除
去するなどしてパターニングを行う。さらに、例えば、２００℃３０分間程度の加熱を施
して、コンタクトホール３１ｇの形成された硬化膜として層間絶縁膜５２は製造される。
【００７５】
　そして、コンタクトホール３１ｇは、層間絶縁膜５２の製造に際し、上述した、本発明
の第２実施形態の感放射線性樹脂組成物の塗膜のパターニングによって形成されたもので
ある。尚、層間絶縁膜５２およびその製造方法については、後により詳しく説明する。
【００７６】
　画素電極３６は、スパッタリング法等によって、膜厚５０ｎｍ～２００ｎｍ、より好ま
しくは、１００ｎｍ～１５０ｎｍのＩＴＯ（Ｉｎｄｉｕｍ　Ｔｉｎ　Ｏｘｉｄｅ：酸化イ
ンジウム錫）膜やＩＺＯ（Ｉｎｄｉｕｍ　Ｚｉｎｃ　Ｏｘｉｄｅ：酸化インジウム亜鉛）
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膜を形成した後、フォトリソグラフィ法によって所望の形状にパターニングして形成され
たものである。
【００７７】
　配向膜３７は、少なくとも画素領域を覆うように、アレイ基板１５の液晶層１０と接す
る表面に形成されている。配向膜は、例えば、ポリイミドやポリシロキサンやアクリルポ
リマー等の高分子材料を用いて形成された垂直配向性の配向膜とすることができる。垂直
配向性の配向膜は、液晶層１０の液晶の長軸方向が基板面に対して垂直または略垂直とな
るように液晶を配向させるものである。尚、以下、本発明においては、液晶の長軸方向が
基板面に対して垂直または略垂直となる液晶の配向を、単に、垂直な配向または垂直配向
と称することにする。したがって、以下の本発明の説明において、液晶の「垂直配向」に
ついては、液晶の長軸方向が基板面に対して完全に垂直となる配向状態ととともに、液晶
の長軸方向が基板面に対して略垂直となる配向状態も含まれる。
【００７８】
　このような配向膜３７は、ポリイミドやポリシロキサンやアクリルポリマーまたはそれ
らの前駆体を含んで調製された液状の配向剤を用い、例えば、印刷法によりその塗膜を形
成した後、加熱乾燥をすることによって、またその後、必要な場合には配向処理を施して
、形成することができる。
【００７９】
　配向膜３７が垂直配向型の配向膜であることによって、後述する液晶層１０の負の誘電
率異方性を有する液晶と組み合わされて、液晶表示素子１をＶＡモードの液晶表示素子と
することができる。
【００８０】
　次に、カラーフィルタ基板９０を構成する基板９１、ブラックマトリクス９２、カラー
フィルタ９３、共通電極９４および配向膜９５等については以下の構造を有する。
【００８１】
　基板９１は、アレイ基板１５を構成する基板２１と同様の絶縁性の基板である。
【００８２】
　ブラックマトリクス９２は、遮光膜をスパッタリング法により成膜し、その膜をパター
ニングして形成されたものである。
【００８３】
　カラーフィルタ９３は、以下に示すように、赤のカラーフィルタ９３、緑のカラーフィ
ルタ９３、青のカラーフィルタ９３を有して構成される。赤のカラーフィルタ９３は、赤
の顔料が分散された樹脂フィルム（ドライフィルム）を画素領域全面にラミネートし、露
光、現像およびベーク（加熱処理）を行って形成されたものである。緑のカラーフィルタ
９３は、赤のカラーフィルタ９３に重ねて、緑色の顔料が分散された樹脂フィルムを画素
領域全面にラミネートし、露光、現像およびベーク（加熱処理）を行って形成されたもの
である。青のカラーフィルタ９３も緑のカラーフィルタ９３と同様に形成されたものであ
る。
【００８４】
　尚、カラーフィルタ基板９０は、画素開口部以外の遮光領域に、上述の遮光膜および上
述の樹脂フィルムの積層体からなる柱状スペーサ（図示されない）を有することができる
。
【００８５】
　共通電極９４は、カラーフィルタ９３の上層にＩＴＯを蒸着して形成されたものである
。
【００８６】
　配向膜９５は、上述したアレイ基板１５の配向膜３７と同様の配向膜である。
【００８７】
　尚、カラーフィルタ基板９０のカラーフィルタ９３は、カラーレジストを用いたフォト
リソグラフィ法によって形成されたものでもよい。また、カラーフィルタ基板９０には、
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カラーレジストを用いたフォトリソグラフィ法によってフォトスペーサを形成してもよい
。さらに、ブラックマトリクス９２を形成せず、アレイ基板１５のソースラインやＣＳラ
イン等の配線で代用してもよい。
【００８８】
　そして、図１に示す本発明の第１実施形態の一例である液晶表示素子１は、アレイ基板
１５およびアレイ基板１５に対向配置されたカラーフィルタ基板９０の周囲に設けられた
シール材（図示されない）により両基板１５，９０間に液晶等が封止されることによって
液晶層１０が形成されている。
【００８９】
　シール材を用いたアレイ基板１５とカラーフィルタ基板９０との貼り合わせについては
、次のようにして行うことができる。すなわち、アレイ基板１５の画素領域の外周にシー
ル材を塗布した後、ディスペンサ等を用いて、負の誘電率異方性を有する液晶に重合性成
分を添加してなる重合性液晶組成物をシール材の内側に滴下する。
【００９０】
　重合性液晶組成物の重合性成分として使用できる材料は特に限定されず、例えば、光重
合性モノマーや光重合性オリゴマーを用いることができる。また、熱重合性モノマーや熱
重合性オリゴマーを用いることができる。このような重合性成分を含有することにより、
重合性液晶組成物は、光重合性または熱重合性を有することができる。
【００９１】
　次に、重合性液晶組成物が滴下されたアレイ基板１５にカラーフィルタ基板９０を貼り
合わせる。ここまでの工程は真空中で行われる。次に、貼り合わせた両基板１５，９０を
大気中に戻すと、貼り合わされた両基板１５，９０間を重合性液晶組成物が大気圧により
拡散する。次に、シール材の塗布領域に沿ってＵＶ（紫外）光源を移動させながらＵＶ（
紫外）光をシール材に照射し、シール材を硬化させる。このようにして、拡散した重合性
液晶組成物が対向する一対の基板１５，９０間に挟持されて封止され、液晶層１０を形成
するための重合性液晶組成物の層が形成される。
【００９２】
　尚、一対の基板間に重合性液晶組成物を注入する方法としては、アレイ基板１５および
カラーフィルタ基板９０の両方の１つの側方に液晶組成物注入口を設け、そこから重合性
液晶組成物を注入し、その後、液晶組成物注入口を紫外線硬化樹脂等で封止する方法であ
ってもよい。
【００９３】
　次に、アレイ基板１５とカラーフィルタ基板９０との間に封止された液晶層１０の形成
については、以下のようにして行うことができる。
【００９４】
　すなわち、上述したように、アレイ基板１５とカラーフィルタ基板９０とを張り合わせ
て、両基板１５，９０の間に重合性液晶組成物を挟持し、両基板１５，９０の間に重合性
液晶組成物の層を形成する。その後、ＴＦＴ２９がオンとなる電圧をゲート電極２５に印
加した状態でソース電極３４と共通電極９４との間に交流電圧を印加し、液晶に電圧を印
加して傾斜配向させる。次に、電圧の印加によって液晶が傾斜配向する状態を維持したま
まで、重合性液晶組成物が光重合性を有する場合には、重合性液晶組成物の層にアレイ基
板１５側から、例えば、ＵＶ光等の重合性液晶組成物の光重合性に有効に作用する光を照
射する。また、重合性液晶組成物が熱重合性を有する場合には、その重合性成分を重合さ
せるための加熱を行う。
【００９５】
　この光照射または加熱により、重合性液晶組成物に含有された重合性成分が重合され、
配向膜３７、９５の液晶層１０側の表面に液晶のプレチルト角を規定する重合体が形成さ
れる。すなわち、液晶層１０の液晶を傾斜状態のまま重合性成分を重合することにより、
電圧印加によって液晶が傾斜動作する方向を記憶した重合体を、液晶層１０が挟持される
、例えば、アレイ基板１５上に設けることができる。
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【００９６】
　本発明の第１実施形態の一例である液晶表示素子１は以上の構成を有するが、その製造
方法においては、上述の構成を備えたアレイ基板１５を製造する工程と、上述の構成を備
えたカラーフィルタ基板９０を製造する工程と、両基板１５，９０間に重合性液晶組成物
を挟持して重合性成分の重合を行うことにより液晶層１０を形成する工程を含む。そして
さらに、液晶表示素子１の製造方法は、パネル分断工程、偏光板の貼り付け工程、ＦＣＰ
基板の貼り付け工程、液晶表示パネルおよびバックライトユニットの組み合わせ工程等を
経ることによって液晶表示素子１が製造される。
【００９７】
　本発明の第１実施形態の一例である液晶表示素子１によれば、アレイ基板１５の基板２
１と画素電極３６との間に配置された層間絶縁膜５２が、膜厚２μｍにおける波長３１０
ｎｍの光の透過率が７０％以上となる優れた光透過特性を有することから、光による層間
絶縁膜５２の反応、特に、より有害な波長３１０ｎｍの光による反応を低減させることが
できる。その結果、本実施形態の液晶表示素子１は、層間絶縁膜５２が光反応をして低分
子の成分を発生させ、画素領域内で発泡を生じさせる不良を低減することができる。すな
わち、本実施形態の液晶表示素子１は、液晶層１０を挟持するアレイ基板１５上に画素電
極３６等とともに層間絶縁膜５２を有する一方、その層間絶縁膜５２が、発泡を抑制しや
すい層間絶縁膜５２であり、従来問題とされた発泡不良を低減することができる。
【００９８】
　特に、液晶表示素子１では、その製造方法において、上述のように、液晶層１０を形成
する工程を含むことができる。そして、その液晶層１０を形成する工程では、アレイ基板
１５およびカラーフィルタ基板９０間に挟持された重合性液晶組成物に電圧を印加した状
態で、例えば、アレイ基板１５の側から光を照射する工程が含まれる場合がある。
【００９９】
　そのような場合であっても、液晶表示素子１は、アレイ基板１５の有する層間絶縁膜５
２が、例えば、後述する本発明の第４実施形態の層間絶縁膜の製造方法によるものであっ
て、上述のように、膜厚２μｍにおける波長３１０ｎｍの光の透過率が７０％以上となる
優れた光透過特性を有する。その結果、光による層間絶縁膜５２の反応、特に、より有害
な波長３１０ｎｍの光による反応は低減される。したがって、ＰＳＡ技術を用いたＶＡモ
ードの液晶表示素子１は、層間絶縁膜５２が光反応をして低分子の成分を発生させて画素
領域内で発泡を生じさせる不良を低減することができる。
【０１００】
　尚、本発明の第１実施形態の液晶表示素子１において、アレイ基板１５のＴＦＴ２９は
、上述したように、所謂トップゲート型のＴＦＴを構成するが、本発明の第１実施形態の
液晶表示素子１においては、アレイ基板のＴＦＴが、図１に示されるようなトップゲート
型に限られるわけではない。例えば、所謂ボトムゲート型のＴＦＴを用いてアレイ基板を
構成することも可能である。
【０１０１】
　図２は、本発明の第１実施形態の液晶表示素子のアレイ基板を構成するＴＦＴの別の例
を説明する模式的な断面図である。
【０１０２】
　図２では、ＴＦＴ１２９を有し、本発明の第１実施形態の液晶表示素子の別の例の構成
に用いられるアレイ基板１１５が示されている。アレイ基板１１５は、基板１２１上に配
置されたＴＦＴ１２９と、ＴＦＴ１２９を被覆する無機絶縁膜１４１と、ＴＦＴ１２９の
上方を被覆するよう、無機絶縁膜１４１の上に設けられた層間絶縁膜１５２とを含んで構
成される。層間絶縁膜１５２の上には、画素電極（図示されない）が配置され、その画素
電極はコンタクトホール（図示されない）を介して、ＴＦＴ１２９に電気的に接続されて
いる。
【０１０３】
　図２のアレイ基板１１５が有するボトムゲート型のＴＦＴ１２９は、図１に示したＴＦ
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Ｔ２９の基板２１と同様の、表面にベースコート膜１２２の形成された基板１２１上に、
ゲート配線（図示されない）の一部をなすゲート電極１２５と、ゲート電極１２５を被覆
するゲート絶縁膜１２４と、ゲート電極１２５上にゲート絶縁膜１２４を介して配置され
た半導体層１２３と、信号配線（図示されない）の一部をなして半導体層１２３に接続す
るソース電極１３４と、半導体層１２３に接続するドレイン電極１３５とを有して構成さ
れている。ＴＦＴ１２９において、半導体層１２３は、図１に示したＴＦＴ２９の半導体
層２３と同様の半導体からなる層である。
【０１０４】
　尚、ＴＦＴ１２９の半導体層１２３においては、半導体層１２３の上部面のソース電極
１３４およびドレイン電極１３５の形成されないチャネル領域に、例えば、ＳｉＯ２から
なる保護層（図示されない）を設けることができる。この保護層はエッチング停止層、ま
たは、ストップ層等と称されることもある。
【０１０５】
　そして、アレイ基板１１５において、基板１２１上のＴＦＴ１２９の上層には、上述し
たように、ＴＦＴ１２９を被覆するように層間絶縁膜１５２を配置することができる。こ
の層間絶縁膜１５２は、平坦化機能を有する有機絶縁膜とすることができ、図１のＴＦＴ
２９と同様に、本発明の第２実施形態の感放射線性樹脂組成物を用いて形成することが好
ましい。
【０１０６】
　その場合、アレイ基板１１５は、ＴＦＴ１２９の層間絶縁膜１５２が、ＴＦＴ２９の層
間絶縁膜５２と同様に、膜厚２μｍにおける波長３１０ｎｍの光の透過率が７０％以上と
なる優れた光透過特性を有することから、光による層間絶縁膜５２の反応、特に、より有
害な波長３１０ｎｍの光による反応を低減させることができる。その結果、アレイ基板１
１５を用いて構成された液晶表示素子は、層間絶縁膜１５２が光反応をして低分子の成分
を発生させ、画素領域内で発泡を生じさせる不良を低減することができる。
【０１０７】
　次に、本発明の第１実施形態の液晶表示素子の主要な構成要素であり、波長３１０ｎｍ
の光に対して優れた透過特性を示す層間絶縁膜の形成について詳しく説明する。特に、本
発明の第１実施形態の液晶表示素子の層間絶縁膜は、上述したように、本発明の第２実施
形態の感放射線性樹脂組成物を用いて形成されており、以下で、本発明の第２実施形態の
感放射線性樹脂組成物について詳細に説明する。
【０１０８】
実施の形態２．
＜感放射線性樹脂組成物＞
　本発明の第２実施形態の感放射線性樹脂組成物は、上述した本発明の第１実施形態の液
晶表示素子の主要な構成要素であって、波長３１０ｎｍの光に対して優れた透過特性を示
す層間絶縁膜の製造に用いられる。より具体的には、本実施形態の感放射線性樹脂組成物
は、本発明の第１実施形態である液晶表示素子の、膜厚２μｍにおける波長３１０ｎｍの
光の透過率が７０％以上である層間絶縁膜の製造に用いられる。
【０１０９】
　したがって、本発明の第２実施形態の感放射線性樹脂組成物は、それを用いて形成され
る硬化膜において、膜厚２μｍにおける波長３１０ｎｍの光の透過率が７０％以上となる
ように組成成分が選択されて調製される。また、併せて、高感度の感放射線性を有してそ
れを利用した露光・現像によって容易に微細且つ精巧なパターンの形成が可能であり、さ
らに、硬度や耐熱性等に優れて高信頼性を有するように組成成分が選択されて調製が行わ
れる。以下、本発明の第２実施形態の感放射線性樹脂組成物の成分として選択が可能な範
囲の化合物等について説明する。
【０１１０】
　本発明の第２実施形態の感放射線性樹脂組成物は、［Ａ］重合体（以下、単に、［Ａ］
成分ともいう。）および［Ｂ］感光剤（以下、単に、［Ｂ］成分ともいう。）を含有する
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ことが好ましい。さらに、後述する硬化促進剤として機能する［Ｃ］化合物（以下、単に
、［Ｃ］成分ともいう。）を含有することができる。また、［Ｄ］重合性不飽和化合物（
以下、単に、［Ｄ］成分ともいう。）を含有することができる。そして、［Ａ］成分およ
び［Ｂ］成分、さらに含有可能な［Ｃ］成分、［Ｄ］成分に加え、本発明の効果を損なわ
ない限りその他の任意成分を含有してもよい。次に、本実施形態の感放射線性樹脂組成物
に含有可能な各成分についてより具体的に説明する。
【０１１１】
＜［Ａ］重合体＞
　本発明の第２実施形態の感放射線性樹脂組成物の［Ａ］成分である［Ａ］重合体は、重
合性基を有する構成単位を含む重合体、すなわち、重合性基を有する重合体であるか、ま
たは、ポリイミドおよびポリイミド前駆体である。
【０１１２】
　［Ａ］重合体において、上述の重合性基は、エポキシ基、（メタ）アクリロイル基およ
びビニル基よりなる群から選ばれる少なくとも１種であることが好ましい。すなわち、［
Ａ］重合体は、エポキシ基、（メタ）アクリロイル基およびビニル基よりなる群から選ば
れる少なくとも１種の基を有する重合体であることが好ましい。
【０１１３】
　［Ａ］重合体は、重合性基として、上述のようなエポキシ基等を有することで、放射線
照射または加熱、あるいは、放射線照射および加熱によって、本実施形態の感放射線性樹
脂組成物の硬化を容易に行うことができる。そして、本実施形態の感放射線性樹脂組成物
を用いて形成された硬化膜は、上述した本発明の第１実施形態の液晶表示素子において、
層間絶縁膜として用いることができる。
【０１１４】
　［Ａ］重合体は、以下のアクリル系重合体、ポリイミド、ポリイミド前駆体、シロキサ
ン系重合体、並びに、エポキシ樹脂よりなる群から選ばれる少なくとも１種であることが
好ましい。以下では、好ましい［Ａ］重合体について説明する。
【０１１５】
（アクリル系重合体）
　［Ａ］重合体として好ましいアクリル系重合体は、溶剤中で重合開始剤の存在下、各構
造単位を与える化合物をラジカル重合することによって合成できる。以下、各構造単位に
ついて詳述する。
【０１１６】
［構造単位（ａ１）］
　構造単位（ａ１）は、下記式（ａ）で表される。アクリル系重合体が構造単位（ａ１）
を有することで、得られる硬化膜の硬化性等を向上させることができる。
【０１１７】
【化１】

【０１１８】
　上記式（ａ）中、ＲａおよびＲｂは、それぞれ独立して、水素原子またはメチル基であ
る。Ｒｃは、下記式（ａ－ｉ）または下記式（ａ－ｉｉ）で表される２価の基である。ｍ
は、１～６の整数である。
【０１１９】
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【化２】

【０１２０】
　上記式（ａ－ｉ）中、Ｒｄは、水素原子またはメチル基である。上記式（ａ－ｉ）およ
び上記式（ａ－ｉｉ）中、＊は、酸素原子との結合部位を示す。
【０１２１】
　構造単位（ａ１）は、後述する構造単位（ａ３）中のカルボキシ基と、エポキシ基含有
（メタ）アクリル酸化合物が含有するエポキシ基とが反応し、エステル結合を形成するこ
とにより得られる。具体例を挙げて詳述すると、例えば、構造単位（ａ３）を有する重合
体に、メタクリル酸グリシジル、メタクリル酸２－メチルグリシジル等のエポキシ基含有
（メタ）アクリル酸化合物を反応させた場合、上記式（ａ）中のＲｃは、上記式（ａ－ｉ
）で表される基となる。一方、構造単位（ａ３）を有する重合体に、メタクリル酸３，４
－エポキシシクロヘキシルメチル等のエポキシ基含有（メタ）アクリル酸化合物を反応さ
せた場合、上記式（ａ）中のＲｃは、上記式（ａ－ｉｉ）で表される基となる。
【０１２２】
　構造単位（ａ１）の含有割合としては、アクリル系重合体を構成する全構造単位に対し
て、５モル％～６０モル％が好ましく、１０モル％～５０モル％がより好ましい。構造単
位（ａ１）の含有割合を上記範囲とすることで、優れた硬化性等を有する硬化膜を形成す
ることができる。
【０１２３】
［構造単位（ａ２）］
　構造単位（ａ２）は、エポキシ基含有不飽和化合物に由来する構造単位である。アクリ
ル系重合体が構造単位（ａ２）を有することで、得られる硬化膜の硬化性等をより向上さ
せることができる。
【０１２４】
　上記エポキシ基としては、オキシラニル基（１，２－エポキシ構造）およびオキセタニ
ル基（１，３－エポキシ構造）が挙げられる。
【０１２５】
　上記オキシラニル基を含有する不飽和化合物としては、例えば、アクリル酸グリシジル
、メタクリル酸グリシジル、α－エチルアクリル酸グリシジル、α－ｎ－プロピルアクリ
ル酸グリシジル、α－ｎ－ブチルアクリル酸グリシジル、アクリル酸－３，４－エポキシ
ブチル、メタクリル酸－３，４－エポキシブチル、アクリル酸－６，７－エポキシヘプチ
ル、メタクリル酸－６，７－エポキシヘプチル、α－エチルアクリル酸－６，７－エポキ
シヘプチル、ｏ－ビニルベンジルグリシジルエーテル、ｍ－ビニルベンジルグリシジルエ
ーテル、ｐ－ビニルベンジルグリシジルエーテル、３，４－エポキシシクロへキシルメタ
クリレート等が挙げられる。
【０１２６】
　上記オキセタニル基を含有する不飽和化合物としては、例えば、
　アクリル酸エステルとして、３－（アクリロイルオキシメチル）オキセタン、３－（ア
クリロイルオキシメチル）－２－メチルオキセタン、３－（アクリロイルオキシメチル）
－３－エチルオキセタン、３－（アクリロイルオキシメチル）－２－トリフルオロメチル
オキセタン、３－（アクリロイルオキシメチル）－２－ペンタフルオロエチルオキセタン
、３－（アクリロイルオキシメチル）－２－フェニルオキセタン、３－（アクリロイルオ
キシメチル）－２，２－ジフルオロオキセタン、３－（アクリロイルオキシメチル）－２
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，２，４－トリフルオロオキセタン、３－（アクリロイルオキシメチル）－２，２，４，
４－テトラフルオロオキセタン、３－（２－アクリロイルオキシエチル）オキセタン、３
－（２－アクリロイルオキシエチル）－２－エチルオキセタン、３－（２－アクリロイル
オキシエチル）－３－エチルオキセタン、３－（２－アクリロイルオキシエチル）－２－
トリフルオロメチルオキセタン、３－（２－アクリロイルオキシエチル）－２－ペンタフ
ルオロエチルオキセタン、３－（２－アクリロイルオキシエチル）－２－フェニルオキセ
タン、３－（２－アクリロイルオキシエチル）－２，２－ジフルオロオキセタン、３－（
２－アクリロイルオキシエチル）－２，２，４－トリフルオロオキセタン、３－（２－ア
クリロイルオキシエチル）－２，２，４，４－テトラフルオロオキセタン等；
　メタクリル酸エステルとして、３－（メタクリロイルオキシメチル）オキセタン、３－
（メタクリロイルオキシメチル）－２－メチルオキセタン、３－（メタクリロイルオキシ
メチル）－３－エチルオキセタン、３－（メタクリロイルオキシメチル）－２－トリフル
オロメチルオキセタン、３－（メタクリロイルオキシメチル）－２－ペンタフルオロエチ
ルオキセタン、３－（メタクリロイルオキシメチル）－２－フェニルオキセタン、３－（
メタクリロイルオキシメチル）－２，２－ジフルオロオキセタン、３－（メタクリロイル
オキシメチル）－２，２，４－トリフルオロオキセタン、３－（メタクリロイルオキシメ
チル）－２，２，４，４－テトラフルオロオキセタン、３－（２－メタクリロイルオキシ
エチル）オキセタン、３－（２－メタクリロイルオキシエチル）－２－エチルオキセタン
、３－（２－メタクリロイルオキシエチル）－３－エチルオキセタン、３－（２－メタク
リロイルオキシエチル）－２－トリフルオロメチルオキセタン、３－（２－メタクリロイ
ルオキシエチル）－２－ペンタフルオロエチルオキセタン、３－（２－メタクリロイルオ
キシエチル）－２－フェニルオキセタン、３－（２－メタクリロイルオキシエチル）－２
，２－ジフルオロオキセタン、３－（２－メタクリロイルオキシエチル）－２，２，４－
トリフルオロオキセタン、３－（２－メタクリロイルオキシエチル）－２，２，４，４－
テトラフルオロオキセタン等が挙げられる。
【０１２７】
　これらの中で、反応性および硬化膜の耐溶媒性向上の観点から、メタクリル酸グリシジ
ル、メタクリル酸２－メチルグリシジル、メタクリル酸－６，７－エポキシヘプチル、ｏ
－ビニルベンジルグリシジルエーテル、ｍ－ビニルベンジルグリシジルエーテル、ｐ－ビ
ニルベンジルグリシジルエーテル、メタクリル酸３，４－エポキシシクロヘキシル、３，
４－エポキシトリシクロ［５．２．１．０２．６］デシル（メタ）アクリレートが好まし
く、メタクリル酸グリシジル、メタクリル酸２－メチルグリシジル、メタクリル酸－６，
７－エポキシヘプチルがより好ましく、メタクリル酸グリシジルがさらに好ましい。
【０１２８】
　構造単位（ａ２）の含有割合としては、アクリル系重合体を構成する全構造単位に対し
て、５モル％～６０モル％が好ましく、１０モル％～５０モル％がより好ましい。構造単
位（ａ２）の含有割合を上記範囲とすることで、優れた硬化性等を有する硬化膜を形成で
きる。
【０１２９】
［構造単位（ａ３）］
　構造単位（ａ３）は、不飽和カルボン酸に由来する構造単位および不飽和カルボン酸無
水物に由来する構造単位からなる群より選択される少なくとも１種の構造単位である。構
造単位（ａ３）を与える化合物としては、例えば、不飽和モノカルボン酸、不飽和ジカル
ボン酸、不飽和ジカルボン酸の無水物、多価カルボン酸のモノ［（メタ）アクリロイルオ
キシアルキル］エステル、両末端にカルボキシ基と水酸基とを有するポリマーのモノ（メ
タ）アクリレート、カルボキシ基を有する不飽和多環式化合物およびその無水物等が挙げ
られる。
【０１３０】
　上述の不飽和モノカルボン酸としては、例えば、アクリル酸、メタクリル酸、クロトン
酸等が挙げられる。上述の不飽和ジカルボン酸としては、例えば、マレイン酸、フマル酸
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、シトラコン酸、メサコン酸、イタコン酸等が挙げられる。上述の不飽和ジカルボン酸の
無水物としては、例えば、上述のジカルボン酸として例示した化合物の無水物等が挙げら
れる。上述の多価カルボン酸のモノ［（メタ）アクリロイルオキシアルキル］エステルと
しては、例えば、コハク酸モノ〔２－（メタ）アクリロイルオキシエチル〕、フタル酸モ
ノ〔２－（メタ）アクリロイルオキシエチル〕等が挙げられる。上述の両末端にカルボキ
シル基と水酸基とを有するポリマーのモノ（メタ）アクリレートとしては、例えば、ω－
カルボキシポリカプロラクトンモノ（メタ）アクリレート等が挙げられる。上述のカルボ
キシル基を有する不飽和多環式化合物およびその無水物としては、例えば、５－カルボキ
シビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５，６－ジカルボキシビシクロ［２．２．
１］ヘプト－２－エン、５－カルボキシ－５－メチルビシクロ［２．２．１］ヘプト－２
－エン、５－カルボキシ－５－エチルビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５－カ
ルボキシ－６－メチルビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５－カルボキシ－６－
エチルビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５，６－ジカルボキシビシクロ［２．
２．１］ヘプト－２－エン無水物等が挙げられる。
【０１３１】
　これらの中で、モノカルボン酸、ジカルボン酸の無水物が好ましく、（メタ）アクリル
酸、無水マレイン酸が、共重合反応性、アルカリ水溶液に対する溶解性および入手の容易
性からより好ましい。
【０１３２】
　構造単位（ａ３）の含有割合としては、アクリル系重合体を構成する全構造単位に対し
て、５モル％～３０モル％が好ましく、１０モル％～２５モル％がより好ましい。構造単
位（ａ３）の含有割合を上述の範囲とすることで、アクリル系重合体のアルカリ水溶液に
対する溶解性を最適化するとともに感度に優れる樹脂組成物が得られる。
【０１３３】
　アクリル系重合体は、アルカリ現像液（例えば、２３℃の０．４０質量％水酸化カリウ
ム水溶液等）に溶解するアルカリ可溶性樹脂としてもよい。本実施形態の樹脂組成物が［
Ａ］重合体としてアクリル系重合体を含有することで、アルカリ水溶液に対する溶解性を
最適化することができる。このアクリル系重合体は、共重合体であることが好ましい。ま
た、アクリル系重合体は、アルカリ可溶性を発現させる場合は構造単位（ａ３）を有する
ことが好ましい。
【０１３４】
　尚、アクリル系重合体は、本発明の効果を損なわない範囲で、上述の各構成単位以外の
他の構造単位を有していてもよい。また、アクリル系重合体は、上述の各構造単位を２種
以上有していてもよい。
【０１３５】
［他の構造単位］
　アクリル系重合体が本発明の効果を損なわない限り含んでいてもよい構造単位（ａ１）
～構造単位（ａ３）以外の他の構造単位を与える化合物としては、例えば、水酸基を有す
る（メタ）アクリル酸エステル、（メタ）アクリル酸鎖状アルキルエステル、（メタ）ア
クリル酸環状アルキルエステル、（メタ）アクリル酸アリールエステル、不飽和芳香族化
合物、共役ジエン、テトラヒドロフラン骨格等をもつ不飽和化合物、マレイミド等が挙げ
られる。
【０１３６】
　上述の水酸基を有する（メタ）アクリル酸エステルとしては、例えば、アクリル酸２－
ヒドロキシエチル、アクリル酸３－ヒドロキシプロピル、アクリル酸４－ヒドロキシブチ
ル、アクリル酸５－ヒドロキシペンチル、アクリル酸６－ヒドロキシヘキシル、メタクク
リル酸２－ヒドロキシエチル、メタククリル酸３－ヒドロキシプロピル、メタククリル酸
４－ヒドロキシブチル、メタククリル酸５－ヒドロキシペンチル、メタククリル酸６－ヒ
ドロキシヘキシル、４－（α―ヒドロキシヘキサフルオロイソプロピル）スチレン等が挙
げられる。



(20) JP 2016-200698 A 2016.12.1

10

20

30

40

50

【０１３７】
　上述の（メタ）アクリル酸鎖状アルキルエステルとしては、例えば、メタクリル酸メチ
ル、メタクリル酸エチル、メタクリル酸ｎ－ブチル、メタクリル酸ｓｅｃ－ブチル、メタ
クリル酸ｔ－ブチル、メタクリル酸２－エチルヘキシル、メタクリル酸イソデシル、メタ
クリル酸ｎ－ラウリル、メタクリル酸トリデシル、メタクリル酸ｎ－ステアリル、アクリ
ル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸ｓｅｃ－ブチル、ア
クリル酸ｔ－ブチル、アクリル酸２－エチルヘキシル、アクリル酸イソデシル、アクリル
酸ｎ－ラウリル、アクリル酸トリデシル、アクリル酸ｎ－ステアリル等が挙げられる。
【０１３８】
　上述の（メタ）アクリル酸環状アルキルエステルとしては、例えば、メタクリル酸シク
ロヘキシル、メタクリル酸２－メチルシクロヘキシル、メタクリル酸トリシクロ［５．２
．１．０２，６］デカン－８－イル、メタクリル酸トリシクロ［５．２．１．０２，６］
デカン－８－イルオキシエチル、メタクリル酸イソボロニル、シクロヘキシルアクリレー
ト、２－メチルシクロヘキシルアクリレート、トリシクロ［５．２．１．０２，６］デカ
ン－８－イルアクリレート、トリシクロ［５．２．１．０２，６］デカン－８－イルオキ
シエチルアクリレート、イソボロニルアクリレート等が挙げられる。
【０１３９】
　上述の（メタ）アクリル酸アリールエステルとしては、例えば、メタクリル酸フェニル
、メタクリル酸ベンジル、アクリル酸フェニル、アクリル酸ベンジル等が挙げられる。
【０１４０】
　上述の不飽和芳香族化合物としては、例えば、スチレン、α－メチルスチレン、ｏ－メ
チルスチレン、ｍ－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、ｐ－メトキシスチレン等が挙
げられる。
【０１４１】
　上述の共役ジエンとしては、例えば、１，３－ブタジエン、イソプレン、２，３－ジメ
チル－１，３－ブタジエン等が挙げられる。
【０１４２】
　上述のテトラヒドロフラン骨格を含有する不飽和化合物としては、例えば、テトラヒド
ロフルフリル（メタ）アクリレート、２－メタクリロイルオキシ－プロピオン酸テトラヒ
ドロフルフリルエステル、３－（メタ）アクリロイルオキシテトラヒドロフラン－２－オ
ン等が挙げられる。
【０１４３】
　上述のマレイミドとしては、例えば、Ｎ－フェニルマレイミド、Ｎ－シクロヘキシルマ
レイミド、Ｎ－トリルマレイミド、Ｎ－ナフチルマレイミド、Ｎ－エチルマレイミド、Ｎ
－ヘキシルマレイミド、Ｎ－ベンジルマレイミド等が挙げられる。
【０１４４】
　アクリル系重合体を合成するための重合反応に用いられる溶媒としては、例えば、アル
コール、グリコールエーテル、エチレングリコールアルキルエーテルアセテート、ジエチ
レングリコールモノアルキルエーテル、ジエチレングリコールジアルキルエーテル、ジプ
ロピレングリコールジアルキルエーテル、プロピレングリコールモノアルキルエーテル、
プロピレングリコールアルキルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノアルキル
エーテルプロピオネート、ケトン、エステル等が挙げられる。
【０１４５】
　アクリル系重合体を合成するための重合反応に用いられる重合開始剤としては、一般的
にラジカル重合開始剤として知られているものが使用できる。ラジカル重合開始剤として
は、例えば、２，２’－アゾビスイソブチロニトリル、２，２’－アゾビス－（２，４－
ジメチルバレロニトリル）、２，２’－アゾビス－（４－メトキシ－２，４－ジメチルバ
レロニトリル）等のアゾ化合物が挙げられる。
【０１４６】
　アクリル系重合体を製造するための重合反応においては、分子量を調整するために、分
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子量調整剤を使用できる。分子量調整剤としては、例えば、クロロホルム、四臭化炭素等
のハロゲン化炭化水素類；ｎ－ヘキシルメルカプタン、ｎ－オクチルメルカプタン、ｎ－
ドデシルメルカプタン、ｔ－ドデシルメルカプタン、チオグリコール酸等のメルカプタン
類；ジメチルキサントゲンスルフィド、ジイソプロピルキサントゲンジスルフィド等のキ
サントゲン類；ターピノーレン、α－メチルスチレンダイマー等が挙げられる。
【０１４７】
　アクリル系重合体のゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）によるポリス
チレン換算重量平均分子量（Ｍｗ）としては、１０００～３００００が好ましく、５００
０～２００００がより好ましい。アクリル系重合体のＭｗを上述の範囲とすることで、［
Ａ］重合体としてそれを含有する樹脂組成物の感度および現像性を高めることができる。
【０１４８】
（ポリイミド、ポリイミド前駆体）
　本実施形態の感放射線性樹脂組成物の［Ａ］重合体として好ましいポリイミド、ポリイ
ミド前駆体は、重合体の構成単位中にカルボキシル基、フェノール性水酸基、スルホン酸
基およびチオール基からなる群より選ばれる少なくとも１種を有するポリイミド樹脂であ
る。構成単位中にこれらのアルカリ可溶性の基を有することでアルカリ現像時に露光部の
スカム発現を抑えることができる。また、構成単位中にフッ素原子を有すると、アルカリ
水溶液で現像する際に、膜の界面に撥水性が付与され、界面のしみこみ等が抑えられるた
め好ましい。ポリイミド樹脂中のフッ素原子含有量は、界面のしみこみ防止効果を充分得
るために１０質量％以上が好ましく、また、アルカリ水溶液に対する溶解性の点から２０
質量％以下が好ましい。
【０１４９】
　本実施形態の感放射線性樹脂組成物の［Ａ］重合体として好ましいポリイミド、ポリイ
ミド前駆体は、特に限定されるものではないが、下記式（Ｉ－１）で表される構造単位を
有することが好ましい。
【０１５０】
【化３】

【０１５１】
　上記式（Ｉ－１）中、Ｒ１は４価～１４価の有機基、Ｒ２は２価～１２価の有機基を表
す。Ｒ３およびＲ４は、カルボキシル基、フェノール性水酸基、スルホン酸基またはチオ
ール基を示し、それぞれ同じでも異なっていてもよい。ａおよびｂは０～１０の整数を表
す。
【０１５２】
　上記式（Ｉ－１）中、Ｒ１はテトラカルボン酸二無水物の残基を表しており、４価～１
４価の有機基である。中でも芳香族環または環状脂肪族基を含有する炭素原子数５～４０
の有機基が好ましい。
【０１５３】
　テトラカルボン酸二無水物としては、３，３’，４，４’－ビフェニルテトラカルボン
酸二無水物、２，３，３’，４’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、２，２’，３
，３’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、３，３’，４，４’－ベンゾフェノンテ
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物、２，２－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）プロパン二無水物、２，２－ビス（
２，３－ジカルボキシフェニル）プロパン二無水物、１，１－ビス（３，４－ジカルボキ
シフェニル）エタン二無水物、１，１－ビス（２，３－ジカルボキシフェニル）エタン二
無水物、ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）メタン二無水物、ビス（２，３－ジカル
ボキシフェニル）メタン二無水物、ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）スルホン二無
水物、ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）エーテル二無水物、２，２－ビス（３，４
－ジカルボキシフェニル）ヘキサフルオロプロパン二無水物、３，３’，４，４’－ジフ
ェニルスルホンテトラカルボン酸二無水物、９，９－ビス（３，４－ジカルボキシフェニ
ル）フルオレン二無水物、９，９－ビス｛４－（３，４－ジカルボキシフェノキシ）フェ
ニル｝フルオレン二無水物または下記に示した構造の酸二無水物などが好ましい。これら
を２種以上用いてもよい。
【０１５４】
【化４】

【０１５５】
　Ｒ５は酸素原子、Ｃ（ＣＦ３）２、Ｃ（ＣＨ３）２またはＳＯ２を示す。Ｒ６およびＲ
７は水素原子、水酸基またはチオール基を示す。
【０１５６】
　上記式（Ｉ－１）において、Ｒ２はジアミンの残基を表しており、２価～１２価の有機
基である。中でも芳香族環または環状脂肪族基を含有する炭素原子数５～４０の有機基が
好ましい。
【０１５７】
　ジアミンの具体的な例としては、３，３’－ジアミノジフェニルエーテル、３，４’－
ジアミノジフェニルエーテル、４，４’－ジアミノジフェニルエーテル、３，３’－ジア
ミノジフェニルメタン、３，４’－ジアミノジフェニルメタン、４，４’－ジアミノジフ
ェニルメタン、３，３’－ジアミノジフェニルスルホン、３，４’－ジアミノジフェニル
スルホン、４，４’－ジアミノジフェニルスルホン、３，３’－ジアミノジフェニルスル
ヒド、３，４’－ジアミノジフェニルスルヒド、４，４’－ジアミノジフェニルスルヒド
、ｍ－フェニレンジアミン、ｐ－フェニレンジアミン、１，４－ビス（４－アミノフェノ
キシ）ベンゼン、９，９－ビス（４－アミノフェニル）フルオレンまたは下記に示した構
造のジアミン等が好ましい。これらを２種以上用いてもよい。
【０１５８】
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【化５】

【０１５９】
　Ｒ５は酸素原子、Ｃ（ＣＦ３）２、Ｃ（ＣＨ３）２またはＳＯ２を示す。Ｒ６～Ｒ９は
水素原子、水酸基またはチオール基を示す。
【０１６０】
　また、基板との接着性を向上させるために、耐熱性を低下させない範囲で、Ｒ１または
Ｒ２にシロキサン構造を有する脂肪族の基を共重合してもよい。具体的には、ジアミン成
分として、ビス（３－アミノプロピル）テトラメチルジシロキサン、ビス（ｐ－アミノフ
ェニル）オクタメチルペンタシロキサン等を１モル％～１０モル％共重合したもの等が挙
げられる。
【０１６１】
　上記式（Ｉ－１）において、Ｒ３およびＲ４はカルボキシル基、フェノール性水酸基、
スルホン酸基またはチオール基を示す。ａおよびｂは０～１０の整数を示す。得られる感
放射線性樹脂組成物の安定性からは、ａおよびｂは０が好ましいが、アルカリ水溶液に対
する溶解性の観点から、ａおよびｂは１以上が好ましい。
【０１６２】
　このＲ３およびＲ４のアルカリ可溶性基の量を調整することで、アルカリ水溶液に対す
る溶解速度が変化するので、この調整により適度な溶解速度を有した感放射線性樹脂組成
物を得ることができる。
【０１６３】
　上記Ｒ３およびＲ４がいずれもフェノール性水酸基である場合、２．３８質量％テトラ
メチルアンモニウムヒドロキシド（ＴＭＡＨ）水溶液に対する溶解速度をより適切な範囲
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とするためには、（ａ）ポリイミド樹脂がフェノール性水酸基量を（ａ）１ｋｇ中２モル
～４モル含有することが好ましい。フェノール性水酸基量をこの範囲とすることで、より
高感度および高コントラストの感放射線性樹脂組成物が得られる。
【０１６４】
　また、上記式（Ｉ－１）で表される構成単位を有するポリイミドは、主鎖末端にアルカ
リ可溶性基を有することが好ましい。このようなポリイミドは高いアルカリ可溶性を有す
る。
【０１６５】
　上述のアルカリ可溶性基の具体例としては、カルボキシル基、フェノール性水酸基、ス
ルホン酸基およびチオール基等が挙げられる。主鎖末端へのアルカリ可溶性基の導入は、
末端封止剤にアルカリ可溶性基を持たせることにより行うことができる。末端封止剤は、
モノアミン、酸無水物、モノカルボン酸、モノ酸クロリド化合物、モノ活性エステル化合
物等を用いることができる。
【０１６６】
　末端封止剤として用いられるモノアミンとしては、５－アミノ－８－ヒドロキシキノリ
ン、１－ヒドロキシ－７－アミノナフタレン、１－ヒドロキシ－６－アミノナフタレン、
１－ヒドロキシ－５－アミノナフタレン、１－ヒドロキシ－４－アミノナフタレン、２－
ヒドロキシ－７－アミノナフタレン、２－ヒドロキシ－６－アミノナフタレン、２－ヒド
ロキシ－５－アミノナフタレン、１－カルボキシ－７－アミノナフタレン、１－カルボキ
シ－６－アミノナフタレン、１－カルボキシ－５－アミノナフタレン、２－カルボキシ－
７－アミノナフタレン、２－カルボキシ－６－アミノナフタレン、２－カルボキシ－５－
アミノナフタレン、２－アミノ安息香酸、３－アミノ安息香酸、４－アミノ安息香酸、４
－アミノサリチル酸、５－アミノサリチル酸、６－アミノサリチル酸、２－アミノベンゼ
ンスルホン酸、３－アミノベンゼンスルホン酸、４－アミノベンゼンスルホン酸、３－ア
ミノ－４，６－ジヒドロキシピリミジン、２－アミノフェノール、３－アミノフェノール
、４－アミノフェノール、２－アミノチオフェノール、３－アミノチオフェノール、４－
アミノチオフェノール等が好ましい。これらを２種以上用いてもよい。
【０１６７】
　末端封止剤として用いられる酸無水物、モノカルボン酸、モノ酸クロリド化合物、モノ
活性エステル化合物としては、無水フタル酸、無水マレイン酸、ナジック酸無水物、シク
ロヘキサンジカルボン酸無水物、３－ヒドロキシフタル酸無水物等の酸無水物、３－カル
ボキシフェノール、４－カルボキシフェノール、３－カルボキシチオフェノール、４－カ
ルボキシチオフェノール、１－ヒドロキシ－７－カルボキシナフタレン、１－ヒドロキシ
－６－カルボキシナフタレン、１－ヒドロキシ－５－カルボキシナフタレン、１－メルカ
プト－７－カルボキシナフタレン、１－メルカプト－６－カルボキシナフタレン、１－メ
ルカプト－５－カルボキシナフタレン、３－カルボキシベンゼンスルホン酸、４－カルボ
キシベンゼンスルホン酸等のモノカルボン酸類およびこれらのカルボキシル基が酸クロリ
ド化したモノ酸クロリド化合物、テレフタル酸、フタル酸、マレイン酸、シクロヘキサン
ジカルボン酸、１，５－ジカルボキシナフタレン、１，６－ジカルボキシナフタレン、１
，７－ジカルボキシナフタレン、２，６－ジカルボキシナフタレン等のジカルボン酸類の
一方のカルボキシル基だけが酸クロリド化したモノ酸クロリド化合物、モノ酸クロリド化
合物とＮ－ヒドロキシベンゾトリアゾールやＮ－ヒドロキシ－５－ノルボルネン－２，３
－ジカルボキシイミドとの反応により得られる活性エステル化合物等が好ましい。これら
を２種以上用いてもよい。
【０１６８】
　末端封止剤に用いられるモノアミンの導入割合は、全アミン成分に対して、好ましくは
０．１モル％以上、特に好ましくは５モル％以上であり、好ましくは６０モル％以下、特
に好ましくは５０モル％以下である。末端封止剤として用いられる酸無水物、モノカルボ
ン酸、モノ酸クロリド化合物またはモノ活性エステル化合物の導入割合は、ジアミン成分
に対して、好ましくは０．１モル％以上、特に好ましくは５モル％以上であり、好ましく
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は１００モル％以下、特に好ましくは９０モル％以下である。複数の末端封止剤を反応さ
せることにより、複数の異なる末端基を導入してもよい。
【０１６９】
　上記式（Ｉ－１）で表される構成単位を有するポリイミドにおいて、構成単位の繰り返
し数は３以上が好ましく、５以上がより好ましく、また、２００以下が好ましく、１００
以下がより好ましい。この範囲であれば本実施形態の感放射線性樹脂組成物の厚膜での使
用が可能になる。
【０１７０】
　本実施形態において、好ましいポリイミド樹脂は、上記式（Ｉ－１）で表される構成単
位のみからなるものであってもよいし、他の構成単位との共重合体あるいは混合体であっ
てもよい。その際、一般式（Ｉ－１）で表される構成単位をポリイミド樹脂全体の１０質
量％以上含有することが好ましい。１０質量％以上であれば、熱硬化時の収縮を抑えるこ
とができ、厚膜の作製に好適である。共重合あるいは混合に用いられる構成単位の種類お
よび量は、最終加熱処理によって得られるポリイミドの耐熱性を損なわない範囲で選択す
ることが好ましい。例えば、ベンゾオキサゾール、ベンゾイミダゾール、ベンゾチアゾー
ル等が挙げられる。これらの構成単位はポリイミド樹脂中７０質量％以下が好ましい。
【０１７１】
　本実施形態において、好ましいポリイミド樹脂は、例えば、公知の方法を用いてポリイ
ミド前駆体を得、これを公知のイミド化反応法を用いてイミド化させる方法を利用して合
成することができる。ポリイミド前駆体の公知の合成法としては、ジアミンの一部を末端
封止剤であるモノアミンに置き換えて、または、酸二無水物の一部を末端封止剤であるモ
ノカルボン酸、酸無水物、モノ酸クロリド化合物、モノ活性エステル化合物に置き換えて
、アミン成分と酸成分を反応させることで得られる。例えば、低温中でテトラカルボン酸
二無水物とジアミン化合物（一部をモノアミンに置換）を反応させる方法、低温中でテト
ラカルボン酸二無水物（一部を酸無水物、モノ酸クロリド化合物またはモノ活性エステル
化合物に置換）とジアミン化合物を反応させる方法、テトラカルボン酸二無水物とアルコ
ールとによりジエステルを得、その後ジアミン（一部をモノアミンに置換）と縮合剤の存
在下で反応させる方法、テトラカルボン酸二無水物とアルコールとによりジエステルを得
、その後残りのジカルボン酸を酸クロリド化し、ジアミン（一部をモノアミンに置換）と
反応させる方法等がある。
【０１７２】
　また、ポリイミド樹脂のイミド化率は、例えば、以下の方法で容易に求めることができ
る。先ず、ポリマーの赤外吸収スペクトルを測定し、ポリイミドに起因するイミド構造の
吸収ピーク（１７８０ｃｍ－１付近、１３７７ｃｍ－１付近）の存在を確認する。次に、
そのポリマーを３５０℃で１時間熱処理し、赤外吸収スペクトルを測定し、１３７７ｃｍ
－１付近のピーク強度を比較することによって、熱処理前ポリマー中のイミド基の含量を
算出し、イミド化率を求める。
【０１７３】
　本実施形態においてポリイミド樹脂のイミド化率は、耐薬品性、高収縮残膜率の点から
８０％以上であることが好ましい。
【０１７４】
　また、本実施形態において好ましいポリイミド樹脂に導入された末端封止剤は、以下の
方法で容易に検出できる。例えば、末端封止剤が導入されたポリイミドを、酸性溶液に溶
解し、ポリイミドの構成単位であるアミン成分と酸無水物成分に分解し、これをガスクロ
マトグラフィ（ＧＣ）や、ＮＭＲ測定することにより、本発明に使用の末端封止剤を容易
に検出できる。これとは別に、末端封止剤が導入されたポリマー成分を直接、熱分解ガス
クロクロマトグラフ（ＰＧＣ）や赤外スペクトルおよび１３Ｃ－ＮＭＲスペクトルで測定
することによっても、容易に検出可能である。
【０１７５】
（シロキサン系重合体）
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［シロキサン重合体（ｂ）］
　［Ａ］重合体であるシロキサン系重合体として使用可能なシロキサン重合体（ｂ）は、
（ｂ１）ラジカル重合性有機基を有するシラン化合物（以下、（ｂ１）化合物ともいう。
）と、（ｂ２）ラジカル重合性有機基を有しないシラン化合物（以下、（ｂ２）化合物と
もいう。）とを共加水分解縮合して得られるラジカル重合性有機基を有するポリシロキサ
ンであって、そのポリシロキサン中の（ｂ１）化合物の割合が１５モル％を超えるポリシ
ロキサンである。シロキサン重合体（ｂ）は、重合性基として、ラジカル重合性有機基を
有する。
【０１７６】
　（ｂ１）化合物としては、下記式（１）または下記式（２）で示される加水分解性シラ
ン化合物であることが好ましい。
【０１７７】
【化６】

（式（１）中、Ｒ１１は炭素数１～４のアルキル基を示し、Ｒ１２は単結合、メチレン基
またはアルキレン基を示し、Ｘはビニル基、アリル基、スチリル基または（メタ）アクリ
ロイル基を示す。）
【０１７８】

【化７】

（式（２）中、Ｒ１３は炭素数１～４のアルキル基を示し、Ｒ１４およびＲ１５は単結合
、メチレン基またはアルキレン基を示し、Ｙはビニル基、アリル基、スチリル基または（
メタ）アクリロイル基を示し、Ｚは水素原子、炭素数１～２０のアルキル基、炭素数６～
１４の置換若しくは非置換のアリール基、ハロゲン原子、エポキシ基、イソシアネート基
、アミノ基、ビニル基、スチリル基または（メタ）アクリロイル基を示す。ｐは１または
２の整数である。）
【０１７９】
　ここで、本発明において「加水分解性シラン化合物」とは「加水分解性基を有するシラ
ン化合物」をいい、ここでいう「加水分解性基」とは、通常、水との反応により、シラノ
ール基（－Ｓｉ－ＯＨ）を形成可能な基を指す。これに対して、「非加水分解性基」とは
、水との反応により、シラノール基を形成せずに、安定に存在する基を指す。また、「加
水分解縮合」とは、加水分解により生成したシラノール基同士の脱水縮合反応、および、
シラノール基と加水分解性基との縮合反応のうちの少なくとも一方により、シロキサン結
合（－Ｓｉ－Ｏ－Ｓｉ－）が形成されることを意味する。尚、加水分解反応においては、
加水分解性基の一部からシラノール基が生成すれば、未加水分解基（－ＯＲ１または－Ｏ
Ｒ３）が残存してもよく、すなわちシロキサン重合体（ｂ）の一部に－ＯＲ１および－Ｏ
Ｒ３のうちの少なくとも１つを有していてもよい。
【０１８０】
　Ｒ１１、Ｒ１３およびＺにおけるアルキル基は、直鎖でも分岐でもよい。Ｒ１１および
Ｒ１３におけるアルキル基としては、加水分解縮合の反応性の観点から、炭素数１～２の



(27) JP 2016-200698 A 2016.12.1

10

20

30

40

50

アルキル基が好ましい。また、Ｚにおけるアルキル基としては、炭素数１～６、特に１～
４のアルキル基が好ましい。
【０１８１】
　Ｒ１２、Ｒ１４およびＲ１５におけるアルキレン基としては、炭素数２～６のアルキレ
ン基が好ましく、特に炭素数２～３のアルキレン基が好ましい。このアルキレン基は、直
鎖でも分岐でもよく、具体的には、エチレン基、トリメチレン基、プロピレン基が挙げら
れる。
【０１８２】
　Ｘ、ＹおよびＺにおける（メタ）アクリロイル基とは、アクリロイル基、メタアクリロ
イル基を包含する概念である。また、スチリル基の芳香環上のビニル基の置換位置は特に
限定されず、オルト位でも、メタ位でも、パラ位であってもよい。
【０１８３】
　Ｚにおけるアリール基としては、単環～３環式芳香族炭化水素基が挙げられる。そのア
リール基は、炭素数が６～１４であれば置換基を有していてもよく、置換基としては、例
えば、炭素数１～６のアルキル基、ハロゲン原子、水酸基、アミノ基、ニトロ基、シアノ
基、カルボキシル基、アルコキシ基を挙げることができる。アリール基としては、例えば
、フェニル基、ナフチル基が挙げられ、置換アリール基としては、例えば、トリル基が挙
げられる。
【０１８４】
　上記式（１）において、Ｒ１１としては炭素数１～２のアルキル基が好ましく、Ｒ１２

としては単結合または炭素数２～３のアルキレン基が好ましく、Ｘとしてはビニル基また
は（メタ）アクリロイル基が好ましい。
【０１８５】
　上記式（２）において、Ｒ１３としては炭素数１～２のアルキル基が好ましく、Ｒ１４

およびＲ１５としては単結合または炭素数２～３のアルキレン基が好ましく、Ｙとしては
ビニル基または（メタ）アクリロイル基が好ましく、Ｚとしては炭素数１～６のアルキル
基が好ましい。また、ｐは１が好ましい。
【０１８６】
　上記式（１）で表わされる化合物の具体例としては、ビニルトリメトキシシラン、ビニ
ルトリエトキシシラン、ビニルトリプロポキシシラン、ｏ－スチリルトリメトキシシラン
、ｏ－スチリルトリエトキシシラン、ｍ－スチリルトリメトキシシラン、ｍ－スチリルト
リエトキシシラン、ｐ－スチリルトリメトキシシラン、ｐ－スチリルトリエトキシシラン
、アリルトリメトキシシラン、アリルトリエトキシシラン、メタクリロキシトリメトキシ
シラン、メタクリロキシトリエトキシシラン、メタクリロキシトリプロポキシシラン、ア
クリロキシトリメトキシシラン、アクリロキシトリエトキシシラン、アクリロキシトリプ
ロポキシシラン、２－メタクリロキシエチルトリメトキシシラン、２－メタクリロキシエ
チルトリエトキシシラン、２－メタクリロキシエチルトリプロポキシシラン、３－メタク
リロキシプロピルトリメトキシシラン、３－メタクリロキシプロピルトリエトキシシラン
、３－メタクリロキシプロピルトリプロポキシシラン、２－アクリロキシエチルトリメト
キシシラン、２－アクリロキシエチルトリエトキシシラン、２－アクリロキシエチルトリ
プロポキシシラン、３－アクリロキシプロピルトリメトキシシラン、３－アクリロキシプ
ロピルトリエトキシシラン、３－アクリロキシプロピルトリプロポキシシラン、３－メタ
クリロキシプロピルトリメトキシシラン、３－メタクリロキシプロピルトリエトキシシラ
ン、３－メタクリロキシプロピルトリプロポキシシラン等が挙げられる。これらは、１種
単独で使用しても、２種以上を組み合わせて使用してもよい。
【０１８７】
　上記式（２）で表わされる化合物の具体例としては、ビニルメチルジメトキシシラン、
ビニルメチルジエトキシシラン、ビニルフェニルジメトキシシラン、ビニルフェニルジエ
トキシシラン、ビニルジメチルメトキシシラン、ビニルジメチルエトキシシラン、アリル
メチルジメトキシシラン、アリルメチルジエトキシシラン、アリルジメチルメトキシシラ
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ン、アリルジメチルエトキシシラン、ジビニルメチルメトキシシラン、ジビニルメチルエ
トキシシラン、３－メタクリロキシプロピルメチルジメトキシシラン、３－アクリロキシ
プロピルメチルジメトキシシラン、３－メタクリロキシプロピルフェニルジメトキシシラ
ン、３－アクリロキシプロピルフェニルルジメトキシシラン、３、３’－ジメタクリロキ
シプロピルジメトキシシラン、３、３’－ジアクリロキシプロピルジメトキシシラン、３
、３’、３’’－トリメタクリロキシプロピルメトキシシラン、３、３’、３’’－トリ
アクリロキシプロピルメトキシシラン等が挙げられる。これらは、１種単独で使用しても
、２種以上を組み合わせて使用してもよい。
【０１８８】
　上記式（１）および上記式（２）で表わされる化合物のうち、クラック耐性、表面硬度
、導電性パターン等に対する密着性を高いレベルで達成できるとともに、加水分解縮合の
反応性の観点から、特にビニルトリメトキシシラン、ｐ－スチリルトリエトキシシラン、
３－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン、３－アクリロキシプロピルトリメトキ
シシラン、３－メタクリロキシプロピルトリエトキシシラン、３－アクリロキシプロピル
トリエトキシシラン、３－メタクリロキシプロピルメチルジメトキシシラン、３－アクリ
ロキシプロピルメチルジメトキシシラン等が好ましい。
【０１８９】
　また、（ｂ２）化合物としては、下記式（３）で示される加水分解性シラン化合物であ
ることが好ましい。
【０１９０】
【化８】

【０１９１】
（式（３）中、Ｒ１６は炭素数１～４のアルキル基を示し、Ｒ１７は単結合、メチレン基
またはアルキレン基を示し、Ｗは炭素数１～２０の置換若しくは非置換のアルキル基、炭
素数６～１４の置換若しくは非置換のアリール基、アミノ基、メルカプト基、エポキシ基
、グリシジルオキシ基または３，４－エポキシシクロヘキシル基を示し、ｑは０～３の整
数である。）
【０１９２】
　Ｒ１６におけるアルキル基としては上記式（１）のＲ１１と同様のものが挙げられ、Ｗ
におけるアルキル基およびアリール基としては上記式（２）のＺと同様のものが挙げられ
、Ｒ１７におけるアルキレン基としては上記式（２）のＲ１５と同様のものが挙げられる
。また、Ｗにおけるアルキル基およびアリール基の置換基としては、上記式（２）のＺに
おけるアリール基の置換基と同様のものが挙げられる。
【０１９３】
　Ｒ１７としては単結合または炭素数２～３のアルキレン基が好ましく、Ｗとしては炭素
数１～１０の置換若しくは非置換のアルキル基、炭素数６～８の置換若しくは非置換のア
リール基またはグリシジルオキシ基が好ましい。尚、アルキル基またはアリール基の置換
基としては、ハロゲン原子が好ましい。また、ｑとしては、０または１が好ましい。
【０１９４】
　上記式（３）で表される加水分解性シラン化合物としては、４個の加水分解性基を有す
るシラン化合物、１個の非加水分解性基と３個の加水分解性基とを有するシラン化合物、
２個の非加水分解性基と２個の加水分解性基とを有するシラン化合物、またはそれらの混
合物を挙げることができる。
【０１９５】
　このような加水分解性シラン化合物の具体例としては、
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４個の加水分解性基を有するシラン化合物として、テトラメトキシシラン、テトラエトキ
シシラン、テトラブトキシシラン、テトラフェノキシシラン、テトラベンジロキシシラン
、テトラ－ｎ－プロポキシシラン、テトラ－ｉ－プロポキシシラン等；
　１個の非加水分解性基と３個の加水分解性基とを有するシラン化合物として、メチルト
リメトキシシラン、メチルトリエトキシシラン、メチルトリ－ｉ－プロポキシシラン、メ
チルトリブトキシシラン、エチルトリメトキシシラン、エチルトリエトキシシラン、エチ
ルトリ－ｉ－プロポキシシラン、エチルトリブトキシシラン、ブチルトリメトキシシラン
、デシルトリメトキシシラン、トリフルオロプロピルトリメトキシシラン、フェニルトリ
メトキシシラン、フェニルトリエトキシシラン、アミノトリメトキシシラン、アミノトリ
エトキシシラン、３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン、２－（３，４―エポキシ
シクロヘキシル）エチルトリメトキシ、γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン等
；
　２個の非加水分解性基と２個の加水分解性基を有するシラン化合物として、ジメチルジ
メトキシシラン、ジフェニルジメトキシシラン、ジブチルジメトキシシラン、３－メルカ
プトプロピルメチルジメトキシシラン等をそれぞれ挙げることができる。これらは、１種
単独で使用しても、２種以上を組み合わせて使用してもよい。
【０１９６】
　これらの加水分解性シラン化合物のうち、４個の加水分解性基を有するシラン化合物、
および１個の非加水分解性基と３個の加水分解性基とを有するシラン化合物が好ましく、
１個の非加水分解性基と３個の加水分解性基とを有するシラン化合物が特に好ましい。好
ましい加水分解性シラン化合物の具体例としては、テトラエトキシシラン、メチルトリメ
トキシシラン、メチルトリエトキシシラン、メチルトリ－ｉ－プロポキシシラン、メチル
トリブトキシシラン、フェニルトリメトキシシラン、エチルトリメトキシシラン、エチル
トリエトキシシラン、エチルトリイソプロポキシシラン、エチルトリブトキシシラン、ブ
チルトリメトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、デシルトリメ
トキシシラン、トリフルオロプロピルトリメトキシシランが挙げられる。
【０１９７】
　（ｂ１）化合物と（ｂ２）化合物との共加水分解縮合反応により得られるシロキサン重
合体（ｂ）中の（ｂ１）化合物の割合は１５モル％を超えるが、１６モル％以上、特に１
８モル％以上であることが好ましい。（ｂ１）化合物の割合が１５モル％以下の場合、露
光感度が低下し、得られる硬化膜の耐熱性、密着性および解像度が低下する。尚、シロキ
サン重合体（ｂ）の（ｂ１）化合物の割合の上限は、クラック耐性、耐熱性、密着性の観
点から、５０モル％、さらに４０モル％、特に３０モル％であることが好ましい。
【０１９８】
　（ｂ１）化合物と（ｂ２）化合物とを共加水分解縮合させる条件としては、（ｂ１）化
合物および（ｂ２）化合物のうちの少なくとも一部を加水分解して、加水分解性基をシラ
ノール基に変換し、縮合反応を生起させるものである限り、特に限定されるものではない
が、一例として以下の方法を挙げることができる。
【０１９９】
　溶媒中にて、（ｂ１）化合物および（ｂ２）化合物を混合し、混合溶液に水を加え、加
水分解縮合する方法が好ましく採用される。
【０２００】
　その場合、（ｂ１）化合物と（ｂ２）化合物との共加水分解縮合反応に用いられる水と
しては、逆浸透膜処理、イオン交換処理、蒸留等の方法により精製された水を使用するこ
とが好ましい。このような精製水を用いることによって、副反応を抑制し、加水分解の反
応性を向上させることができる。水の使用量は、（ｂ１）化合物および（ｂ２）化合物の
加水分解性基の合計量１モルに対して、好ましくは０．１モル～３モル、より好ましくは
０．３モル～２モル、さらに好ましくは０．５モル～１．５モルである。このような量の
水を用いることによって、加水分解縮合の反応速度を最適化することができる。
【０２０１】
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　（ｂ１）化合物と（ｂ２）化合物との共加水分解縮合反応に使用する溶剤としては、特
に限定されるものではないが、通常、後述する感放射線性樹脂組成物の調製に用いられる
溶剤と同様のものを使用することができる。このような溶剤の好ましい例としては、例え
ば、エチレングリコールモノアルキルエーテルアセテート、ジエチレングリコールジアル
キルエーテル、プロピレングリコールモノアルキルエーテル、プロピレングリコールモノ
アルキルエーテルアセテート、プロピオン酸エステル類が挙げられる。
【０２０２】
　これら溶剤は、１種単独で使用しても、２種以上を組み合わせて使用してもよい。そし
て、これらの溶剤の中でも、ジエチレングリコールジメチルエーテル、ジエチレングリコ
ールエチルメチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリ
コールモノエチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート又は３
－メトキシプロピオン酸メチルが、特に好ましい。
【０２０３】
　（ｂ１）化合物と（ｂ２）化合物との共加水分解縮合反応は、好ましくは酸触媒（例え
ば、塩酸、硫酸、硝酸、蟻酸、シュウ酸、酢酸、トリフルオロ酢酸、トリフルオロメタン
スルホン酸、リン酸、酸性イオン交換樹脂、各種ルイス酸）、塩基触媒（例えば、アンモ
ニア、１級アミン類、２級アミン類、３級アミン類、ピリジン等の含窒素化合物；塩基性
イオン交換樹脂；水酸化ナトリウム等の水酸化物；炭酸カリウム等の炭酸塩；酢酸ナトリ
ウム等のカルボン酸塩；各種ルイス塩基）、または、アルコキシド（例えば、ジルコニウ
ムアルコキシド、チタニウムアルコキシド、アルミニウムアルコキシド）等の触媒の存在
下で行われる。アルミニウムアルコキシドとしては、例えば、トリ－ｉ－プロポキシアル
ミニウムを用いることができる。触媒の使用量としては、加水分解縮合反応の促進の観点
から、（ｂ１）化合物および（ｂ２）化合物の合計１モルに対して、好ましくは０．２モ
ル以下であり、より好ましくは０．００００１モル～０．１モルである。
【０２０４】
　（ｂ１）化合物と（ｂ２）化合物との共加水分解縮合反応における反応温度および反応
時間は、適宜設定することが可能であるが、例えば、下記の条件が採用できる。反応温度
は、好ましくは４０℃～２００℃、より好ましくは５０℃～１５０℃である。反応時間は
、好ましくは３０分～２４時間、より好ましくは１時間～１２時間である。このような反
応温度および反応時間とすることによって、加水分解縮合反応を最も効率的に行うことが
できる。
【０２０５】
　この加水分解縮合反応においては、反応系内に加水分解性シラン化合物、水および触媒
を一度に添加して反応を一段階で行ってもよく、または、加水分解性シラン化合物、水お
よび触媒を、数回に分けて反応系内に添加することによって、加水分解反応および縮合反
応を多段階で行ってもよい。尚、加水分解縮合反応の後には、脱水剤を加え、次いでエバ
ポレーションにかけることによって、水および生成したアルコールを反応系から除去する
ことができる。この段階で用いられる脱水剤は、一般的に、過剰の水を吸着または包接し
て脱水能が完全に消費されるか、またはエバポレーションにより除去される。
【０２０６】
　加水分解縮合反応により得られたシロキサン重合体（ｂ）の分子量は、移動相にテトラ
ヒドロフランを使用したＧＰＣ（ゲルパーミエーションクロマトグラフィー）を用い、ポ
リスチレン換算の重量平均分子量として測定することができる。シロキサン重合体（ｂ）
の重量平均分子量（Ｍｗ）は、５００～１００００の範囲内とすることが好ましく、１０
００～５０００の範囲内とすることがさらに好ましい。シロキサン重合体（ｂ）の重量平
均分子量の値を５００以上とすることによって、それを含有する感放射線性樹脂組成物の
塗膜の成膜性を改善することができる。一方、重量平均分子量を１００００以下とするこ
とによって、それを含有する感放射線性樹脂組成物のアルカリ現像性の低下を防止するこ
とができる。
【０２０７】
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　また、重量平均分子量（Ｍｗ）と同様の条件により測定される数平均分子量（Ｍｎ）と
の比、すなわち分散度（Ｍｗ／Ｍｎ）は、好ましくは１．０～１５．０、より好ましくは
１．１～１０．０、さらに好ましくは１．１～５．０である。このような範囲内とするこ
とにより、アルカリ現像性、密着性、クラック耐性を両立することができる。
【０２０８】
［シロキサン重合体（ｂ－ＩＩ）］
　シロキサン重合体（ｂ－ＩＩ）は、ラジカル重合性有機基を有しないシラン化合物を加
水分解縮合して得られるポリシロキサンである。シロキサン重合体（ｂ）とシロキサン重
合体（ｂ－ＩＩ）を併用することにより、シロキサン重合体（ｂ）のみを用いる場合に比
較して、それらを［Ａ］重合体として含有する感放射線性樹脂組成物から形成される硬化
膜のクラック耐性、耐熱性、密着性および解像度を高いレベルで達成することが可能とな
る。
【０２０９】
　シロキサン重合体（ｂ－ＩＩ）は、シロキサン重合体（ｂ）と同様の条件にて、上記式
（３）で表される加水分解性シラン化合物の少なくとも１種を（共）加水分解縮合するこ
とで得ることができる。
【０２１０】
　加水分解縮合反応により得られたシロキサン重合体（ｂ－ＩＩ）の重量平均分子量（Ｍ
ｗ）は、シロキサン重合体（ｂ）と同様の条件にて測定することが可能であり、塗膜の成
膜性および現像性の観点から、好ましくは５００～１００００、さらに好ましくは１００
０～５０００である。
【０２１１】
　また、重量平均分子量（Ｍｗ）と同様の条件により測定される数平均分子量（Ｍｎ）と
の比、すなわち分散度（Ｍｗ／Ｍｎ）は、アルカリ現像性、密着性、クラック耐性の観点
から、好ましくは１．０～１５．０、より好ましくは１．１～１０．０、さらに好ましく
は１．１～５．０である。
【０２１２】
　シロキサン重合体（ｂ）とシロキサン重合体（ｂ－ＩＩ）の使用割合は、シロキサン重
合体（ｂ）およびシロキサン重合体（ｂ－ＩＩ）中の全Ｓｉ原子上の結合基に占めるラジ
カル重合性有機基の含有率が１モル％～２０モル％、さらに５モル％～１８モル％、特に
１０モル％～１５モル％となるように適宜調整することが好ましい。シロキサン重合体（
ｂ）とシロキサン重合体（ｂ－ＩＩ）の使用割合を上述の範囲内とすることで、それを［
Ａ］重合体として含有する感放射線性樹脂組成物から形成される硬化膜の密着性、クラッ
ク耐性、耐熱性、耐擦傷性を高いレベルで達成することができる。
【０２１３】
　尚、本実施形態の感放射線性樹脂組成物は、［Ａ］重合体としてシロキサン系重合体を
含有する場合、ラジカル重合性有機基を上述の割合で含有するため、感放射線性を具備す
ることができる。
【０２１４】
　また、ポリシロキサン中のラジカル重合性有機基は、１Ｈ－ＮＭＲ、１３Ｃ－ＮＭＲ、
ＦＴ－ＩＲ、熱分解ガスクロマトグラフィー質量分析により、定性・定量分析が可能であ
る。
【０２１５】
（エポキシ樹脂）
　本実施形態の感放射線性樹脂組成物の［Ａ］重合体として用いることができるエポキシ
樹脂（ｃ）としては、例えば、フェノールノボラック型、クレゾールノボラック型、ビス
フェノールＡ型、ビスフェノールＦ型、水添ビスフェノールＡ型、水添ビスフェノールＦ
型、ビスフェノールＳ型、トリスフェノールメタン型、テトラフェノールエタン型、ビキ
シレノール型またはビフェノール型のエポキシ樹脂；脂環式または複素環式のエポキシ樹
脂；ジシクロペンタジエン型またはナフタレン型の構造を有するエポキシ樹脂が挙げられ
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る。
【０２１６】
　エポキシ樹脂（ｃ）を含有する本実施形態の感放射線性樹脂組成物は、例えば、ガラス
基板や樹脂基板等の各種基板に対する密着性に優れた硬化膜を形成することができる。
【０２１７】
　尚、本発明におけるエポキシ樹脂（ｃ）は、［構造単位（ａ２）］において説明したメ
タクリル酸グリシジル等によるエポキシ基を含有する単量体に由来する構成単位を有する
アクリル系重合体を含まないものとする。
【０２１８】
　エポキシ樹脂（ｃ）としては、各種の市販品を用いることができ、ＴＥＣＨＭＯＲＥ（
登録商標）　ＶＧ３１０１Ｌ（商品名；三井化学（株）製）、エピコート８２８、同８３
４、同１００１、同１００４（商品名；ジャパンエポキシレジン社製）、エピクロン８４
０、同８５０、同１０５０、同２０５５（商品名；ＤＩＣ社製）、エポトートＹＤ－０１
１、同ＹＤ－０１３、同ＹＤ－１２７、同ＹＤ－１２８（商品名；東都化成社製）、Ｄ．
Ｅ．Ｒ．３１７、同３３１、同６６１、同６６４（商品名；ダウケミカル社製）、アラル
ダイド６０７１、同６０８４、同ＧＹ２５０、同ＧＹ２６０（商品名；チバ・スペシャル
ティ・ケミカルズ社製）、スミ－エポキシＥＳＡ－０１１、同ＥＳＡ－０１４、同ＥＬＡ
－１１５、同ＥＬＡ－１２８（商品名；住友化学工業社製）、Ａ．Ｅ．Ｒ．３３０、同３
３１、同６６１、同６６４（商品名；旭化成工業社製）等のビスフェノールＡ型エポキシ
樹脂；
　エピコート１５２、同１５４（商品名；ジャパンエポキシレジン社製）、Ｄ．Ｅ．Ｒ．
４３１、同４３８（商品名；ダウケミカル社製）、エピクロンＮ－７３０、同Ｎ－７７０
、同Ｎ－８６５（商品名；ＤＩＣ社製）、エポトートＹＤＣＮ－７０１、同ＹＤＣＮ－７
０４（商品名；東都化成社製）、アラルダイドＥＣＮ１２３５、同ＥＣＮ１２７３、同Ｅ
ＣＮ１２９９（商品名；チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製）、ＸＰＹ３０７、ＥＰ
ＰＮ（登録商標）－２０１、ＥＯＣＮ（登録商標）－１０２５、ＥＯＣＮ（登録商標）－
１０２０、ＥＯＣＮ（登録商標）－１０４Ｓ、ＲＥ－３０６（商品名；日本化薬社製）、
スミーエポキシＥＳＣＮ－１９５Ｘ、同ＥＳＣＮ－２２０（商品名；住友化学工業社製）
、Ａ．Ｅ．Ｒ．ＥＣＮ－２３５、同ＥＣＮ－２９９（商品名；ＡＤＥＫＡ社製）等のノボ
ラック型エポキシ樹脂；
　エピクロン８３０（商品名；ＤＩＣ社製）、ＪＥＲ（登録商標）８０７（商品名；ジャ
パンエポキシレジン社製）、エポトートＹＤＦ－１７０（商品名；東都化成社製）、ＹＤ
Ｆ－１７５、ＹＤＦ－２００１、ＹＤＦ－２００４、アラルダイドＸＰＹ３０６（商品名
；チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製）等のビスフェノールＦ型エポキシ樹脂；エポ
トートＳＴ－２００４、同ＳＴ－２００７、同ＳＴ－３０００（商品名；東都化成社製）
等の水添ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂；
　セロキサイド（登録商標）２０２１（商品名；ダイセル化学工業社製）、アラルダイド
ＣＹ１７５、同ＣＹ１７９、同ＣＹ１８４（商品名；チバ・スペシャルティ・ケミカルズ
社製）等の脂環式エポキシ樹脂；
　ＹＬ－９３３（商品名；ジャパンエポキシレジン社製）、ＥＰＰＮ（登録商標）－５０
１、ＥＰＰＮ（登録商標）－５０２（商品名；ダウケミカル社製）等のトリヒドロキシフ
ェニルメタン型エポキシ樹脂；ＹＬ－６０５６、ＹＸ－４０００、ＹＬ－６１２１（商品
名；ジャパンエポキシレジン社製）等のビキシレノール型若しくはビフェノール型エポキ
シ樹脂またはそれらの混合物；
　ＥＢＰＳ－２００（商品名；日本化薬社製）、ＥＰＸ－３０（商品名；ＡＤＥＫＡ社製
）、ＥＸＡ－１５１４（商品名；ＤＩＣ社製）等のビスフェノールＳ型エポキシ樹脂；Ｊ
ＥＲ（登録商標）１５７Ｓ（商品名；ジャパンエポキシレジン社製）等のビスフェノール
Ａノボラック型エポキシ樹脂；ＹＬ－９３１（商品名；ジャパンエポキシレジン社製）、
アラルダイド１６３（商品名；チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製）等のテトラフェ
ニロールエタン型エポキシ樹脂；
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　アラルダイドＰＴ８１０（商品名；チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製）、ＴＥＰ
ＩＣ（登録商標）（商品名；日産化学工業社製）等の複素環式エポキシ樹脂；ＨＰ－４０
３２、ＥＸＡ－４７５０、ＥＸＡ－４７００（商品名；ＤＩＣ社製）等のナフタレン含有
エポキシ樹脂；ＨＰ－７２００、ＨＰ－７２００Ｈ、ＨＰ－７２００ＨＨ（商品名；ＤＩ
Ｃ社製）等のジシクロペンタジエン骨格を有するエポキシ樹脂が挙げられる。
【０２１９】
　これらのエポキシ樹脂（ｃ）の中でも、硬化性の観点からフェノールノボラック型エポ
キシ樹脂、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビ
スフェノールＦ型エポキシ樹脂等の芳香族エポキシ樹脂が好ましい。
【０２２０】
　また、エポキシ樹脂中のエポキシ基に、（メタ）アクリロイル基含有モノカルボン酸を
反応させてエポキシ基を開環させて水酸基を生成させ、その水酸基の一部に多価カルボン
酸若しくは多価カルボン酸無水物を反応させて得られるエポキシ基とカルボキシル基と（
メタ）アクリロイル基を併せ持つ変性エポキシ樹脂を用いることができる。尚、変性エポ
キシ樹脂とは、エポキシ樹脂中の一部のエポキシ基をカルボキシル基または（メタ）アク
リロイル基に変性させたことを意味するものとする。
【０２２１】
　このようなエポキシ樹脂中の一部のエポキシ基をカルボキシル基または（メタ）アクリ
ロイル基に変性させることで、カルボキシル基によりアルカリ可溶性を付与が可能となり
、また（メタ）アクリロイル基によりラジカル重合性を付与することが可能となる。
【０２２２】
　（メタ）アクリロイル基含有モノカルボン酸としては、メタクリル酸、アクリル酸等が
挙げられる。
【０２２３】
　上記、多価カルボン酸および多価カルボン酸無水物としては、シュウ酸、コハク酸、フ
タル酸、アジピン酸、ドデカン二酸、ドデセニルコハク酸、ペンタデセニルコハク酸およ
びオクタデセニルコハク酸等の脂肪族飽和多価カルボン酸；テトラヒドロフタル酸、ヘキ
サヒドロフタル酸、メチルテトラヒドロフタル酸、トリメリット酸、ピロメリット酸、ビ
フェニルテトラカルボン酸およびナフタレンテトラカルボン酸等の芳香族多価カルボン酸
およびそれらの無水物（例えば、無水コハク酸、ドデセニル無水コハク酸、ペンタデセニ
ル無水コハク酸およびオクタデセニル無水コハク酸等の脂肪族飽和多価カルボン酸無水物
；無水フタル酸、テトラヒドロ無水フタル酸、ヘキサヒドロ無水フタル酸、メチルテトラ
ヒドロ無水フタル酸、無水トリメリット酸、無水ピロメリット酸、ビフェニルテトラカル
ボン酸無水物およびナフタレンテトラカルボン酸無水物等の芳香族多価カルボン酸無水物
）が挙げられる。
【０２２４】
　上述したものの中で好ましいのは、反応性および現像性の観点から飽和多価カルボン酸
無水物である。
【０２２５】
　（メタ）アクリロイル基含有モノカルボン酸とエポキシ樹脂中のエポキシ基との反応温
度は、特に限定されないが、好ましくは７０℃～１１０℃である。また、反応時間は、特
に限定されないが、好ましくは５時間～３０時間である。また、必要により、例えば、ト
リフェニルホスフィン等の触媒、および、ヒドロキノンやｐ－メトキシフェノール等のラ
ジカル重合禁止剤を用いてもよい。
【０２２６】
　また、（メタ）アクリル酸付加物の重量に対する、多価カルボン酸または多価カルボン
酸無水物の仕込み当量は、得られる樹脂の酸価が、好ましくは１０ｍｇＫＯＨ／ｇ～５０
０ｍｇＫＯＨ／ｇとなるような仕込み当量であることが好ましい。
【０２２７】
　（メタ）アクリル酸付加物と多価カルボン酸または多価カルボン酸無水物との反応にお
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ける反応温度は、特に限定されないが、好ましくは７０℃～１１０℃である。また、反応
時間は、特に限定されないが、好ましくは３時間～１０時間である。
【０２２８】
＜［Ｂ］感光剤＞
　本発明の第２実施形態の感放射線性樹脂組成物に含有される［Ｂ］感光剤としては、放
射線に感応してラジカルを発生し重合を開始できる化合物（すなわち、［Ｂ－１］光ラジ
カル重合開始剤）、放射線に感応して酸を発生する化合物（すなわち、［Ｂ－２］光酸発
生剤）、または、放射線に感応して塩基を発生する化合物（すなわち、［Ｂ－３］光塩基
発生剤）を挙げることができる。
【０２２９】
　このような［Ｂ－１］光ラジカル重合開始剤としては、Ｏ－アシルオキシム化合物、ア
セトフェノン化合物、ビイミダゾール化合物等が挙げられる。これらの化合物は、単独で
使用してもよいし、２種以上を混合して使用してもよい。
【０２３０】
　Ｏ－アシルオキシム化合物としては、例えば、１，２－オクタンジオン１－［４－（フ
ェニルチオ）－２－（Ｏ－ベンゾイルオキシム）］、エタノン－１－〔９－エチル－６－
（２－メチルベンゾイル）－９Ｈ－カルバゾール－３－イル〕－１－（Ｏ－アセチルオキ
シム）、１－（９－エチル－６－ベンゾイル－９．Ｈ．－カルバゾール－３－イル）－オ
クタン－１－オンオキシム－Ｏ－アセテート、１－〔９－エチル－６－（２－メチルベン
ゾイル）－９．Ｈ．－カルバゾール－３－イル〕－エタン－１－オンオキシム－Ｏ－ベン
ゾエート、１－〔９－ｎ－ブチル－６－（２－エチルベンゾイル）－９．Ｈ．－カルバゾ
ール－３－イル〕－エタン－１－オンオキシム－Ｏ－ベンゾエート、エタノン－１－［９
－エチル－６－（２－メチル－４－テトラヒドロフラニルベンゾイル）－９．Ｈ．－カル
バゾール－３－イル］－１－（Ｏ－アセチルオキシム）、エタノン－１－〔９－エチル－
６－（２－メチル－４－テトラヒドロピラニルベンゾイル）－９．Ｈ．－カルバゾール－
３－イル〕－１－（Ｏ－アセチルオキシム）、エタノン－１－〔９－エチル－６－（２－
メチル－５－テトラヒドロフラニルベンゾイル）－９．Ｈ．－カルバゾール－３－イル〕
－１－（Ｏ－アセチルオキシム）、エタノン－１－〔９－エチル－６－｛２－メチル－４
－（２，２－ジメチル－１，３－ジオキソラニル）メトキシベンゾイル｝－９．Ｈ．－カ
ルバゾール－３－イル〕－１－（Ｏ－アセチルオキシム）等が挙げられる。
【０２３１】
　これらのうち、１，２－オクタンジオン１－［４－（フェニルチオ）－２－（Ｏ－ベン
ゾイルオキシム）］、エタノン－１－〔９－エチル－６－（２－メチルベンゾイル）－９
Ｈ－カルバゾール－３－イル〕－１－（Ｏ－アセチルオキシム）、エタノン－１－〔９－
エチル－６－（２－メチル－４－テトラヒドロフラニルメトキシベンゾイル）－９．Ｈ．
－カルバゾール－３－イル〕－１－（Ｏ－アセチルオキシム）またはエタノン－１－〔９
－エチル－６－｛２－メチル－４－（２，２－ジメチル－１，３－ジオキソラニル）メト
キシベンゾイル｝－９．Ｈ．－カルバゾール－３－イル〕－１－（Ｏ－アセチルオキシム
）が好ましい。
【０２３２】
　アセトフェノン化合物としては、例えば、α－アミノケトン化合物、α－ヒドロキシケ
トン化合物が挙げられる。
【０２３３】
　α－アミノケトン化合物としては、例えば、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－
（４－モルホリノフェニル）－ブタン－１－オン、２－ジメチルアミノ－２－（４－メチ
ルベンジル）－１－（４－モルフォリン－４－イル－フェニル）－ブタン－１－オン、２
－メチル－１－（４－メチルチオフェニル）－２－モルフォリノプロパン－１－オン等が
挙げられる。
【０２３４】
　α－ヒドロキシケトン化合物としては、例えば、１－フェニル－２－ヒドロキシ－２－
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メチルプロパン－１－オン、１－（４－ｉ－プロピルフェニル）－２－ヒドロキシ－２－
メチルプロパン－１－オン、４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル－（２－ヒドロキ
シ－２－プロピル）ケトン、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン等が挙げられ
る。
【０２３５】
　アセトフェノン化合物としては、α－アミノケトン化合物が好ましく、特に、２－ベン
ジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルホリノフェニル）－ブタン－１－オン、２－
ジメチルアミノ－２－（４－メチルベンジル）－１－（４－モルフォリン－４－イル－フ
ェニル）－ブタン－１－オン、２－メチル－１－（４－メチルチオフェニル）－２－モル
フォリノプロパン－１－オンが好ましい。
【０２３６】
　ビイミダゾール化合物としては、例えば、２，２’－ビス（２－クロロフェニル）－４
，４’，５，５’－テトラフェニル－１，２’－ビイミダゾール、２，２’－ビス（２，
４－ジクロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニル－１，２’－ビイミダゾ
ールまたは２，２’－ビス（２，４，６－トリクロロフェニル）－４，４’，５，５’－
テトラフェニル－１，２’－ビイミダゾールが好ましく、そのうち、２，２’－ビス（２
，４－ジクロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニル－１，２’－ビイミダ
ゾールがより好ましい。
【０２３７】
　［Ｂ－１］光ラジカル重合開始剤は、上述したように、単独でまたは２種以上を混合し
て使用できる。［Ｂ－１］光ラジカル重合開始剤の含有割合は、［Ａ］重合体１００質量
部に対して、１質量部～４０質量部が好ましく、５質量部～３０質量部がより好ましい。
［Ｂ－１］光ラジカル重合開始剤の使用割合を１質量部～４０質量部とすることで、感放
射線性樹脂組成物は、低露光量であっても、高い耐溶媒性、高い硬度および高い密着性を
有する硬化膜を形成することができる。
【０２３８】
　次に、本実施形態の感放射線性樹脂組成物の［Ｂ］感光剤である［Ｂ－２］光酸発生剤
としては、例えば、オキシムスルホネート化合物、オニウム塩、スルホンイミド化合物、
ハロゲン含有化合物、ジアゾメタン化合物、スルホン化合物、スルホン酸エステル化合物
、カルボン酸エステル化合物、キノンジアジド化合物等が挙げられる。尚、これらの［Ｂ
－２］光酸発生剤は、単独で使用してもよいし、２種以上を混合して使用してもよい。
【０２３９】
　上述のオキシムスルホネート化合物としては、下記式（Ｂ１）で表されるオキシムスル
ホネート基を含む化合物が好ましい。
【０２４０】
【化９】

【０２４１】
　上記式（Ｂ１）中、ＲＡは、炭素数１～１２のアルキル基、炭素数１～１２のフルオロ
アルキル基、炭素数４～１２の脂環式炭化水素基、炭素数６～２０のアリール基、あるい
はこれらのアルキル基、脂環式炭化水素基およびアリール基が有する水素原子の一部また
は全部が置換基で置換された基である。
【０２４２】
　上記式（Ｂ１）中のＲＡで表されるアルキル基としては、炭素数１～１２の直鎖状また
は分岐状のアルキル基が好ましい。この炭素数１～１２の直鎖状または分岐状のアルキル
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基は置換基により置換されていてもよく、上記置換基としては、例えば、炭素数１～１０
のアルコキシ基、７，７－ジメチル－２－オキソノルボルニル基等の有橋式脂環基を含む
脂環式基等が挙げられる。炭素数１～１２のフルオロアルキル基としては、トリフルオロ
メチル基、ペンタフルオロエチル基、ヘプチルフルオロプロピル基等が挙げられる。
【０２４３】
　上記ＲＡで表される脂環式炭化水素基としては、炭素数４～１２の脂環式炭化水素基が
好ましい。この炭素数４～１２の脂環式炭化水素基は置換基により置換されていてもよく
、上記置換基としては、例えば、炭素数１～５のアルキル基、アルコキシ基、ハロゲン原
子等が挙げられる。
【０２４４】
　上記ＲＡで表されるアリール基としては、炭素数６～２０のアリール基が好ましく、フ
ェニル基、ナフチル基、トリル基、キシリル基がより好ましい。上記アリール基は置換基
により置換されていてもよく、上記置換基としては、例えば、炭素数１～５のアルキル基
、アルコキシ基、ハロゲン原子等が挙げられる。
【０２４５】
　上述のオキシムスルホネート化合物としては、例えば、（５－プロピルスルフォニルオ
キシイミノ－５Ｈ－チオフェン－２－イリデン）－（２－メチルフェニル）アセトニトリ
ル、（５－オクチルスルフォニルオキシイミノ－５Ｈ－チオフェン－２－イリデン）－（
２－メチルフェニル）アセトニトリル、（カンファースルフォニルオキシイミノ－５Ｈ－
チオフェン－２－イリデン）－（２－メチルフェニル）アセトニトリル、（５－ｐ－トル
エンスルフォニルオキシイミノ－５Ｈ－チオフェン－２－イリデン）－（２－メチルフェ
ニル）アセトニトリル、（５－オクチルスルフォニルオキシイミノ）－（４－メトキシフ
ェニル）アセトニトリル等が挙げられる。
【０２４６】
　［Ｂ－２］光酸発生剤として、上述のオキシムスルホネート化合物を用いることにより
、得られる本実施形態の感放射線性樹脂組成物は、感度および溶解性を向上させることが
できる。
【０２４７】
　上述のオニウム塩としては、例えば、ジフェニルヨードニウム塩、トリフェニルスルホ
ニウム塩、スルホニウム塩、ベンゾチアゾニウム塩、テトラヒドロチオフェニウム塩等が
挙げられる。
【０２４８】
　そして、上述のオニウム塩としては、テトラヒドロチオフェニウム塩、ベンジルスルホ
ニウム塩が好ましく、４，７－ジ－ｎ－ブトキシ－１－ナフチルテトラヒドロチオフェニ
ウムトリフルオロメタンスルホネート、ベンジル－４－ヒドロキシフェニルメチルスルホ
ニウムヘキサフルオロホスフェートがより好ましく、４，７－ジ－ｎ－ブトキシ－１－ナ
フチルテトラヒドロチオフェニウムトリフルオロメタンスルホネートがさらに好ましい。
【０２４９】
　［Ｂ－２］光酸発生剤として、上述のオニウム塩を用いることにより、得られる本実施
形態の感放射線性樹脂組成物は、感度および溶解性を向上させることができる。
【０２５０】
　上述のスルホンイミド化合物としては、例えば、Ｎ－（トリフルオロメチルスルホニル
オキシ）スクシンイミド、Ｎ－（カンファスルホニルオキシ）スクシンイミド、Ｎ－（４
－メチルフェニルスルホニルオキシ）スクシンイミド、Ｎ－（２－トリフルオロメチルフ
ェニルスルホニルオキシ）スクシンイミド、Ｎ－（４－フルオロフェニルスルホニルオキ
シ）スクシンイミド、Ｎ－（トリフルオロメチルスルホニルオキシ）フタルイミド、Ｎ－
（カンファスルホニルオキシ）フタルイミド、Ｎ－（２－トリフルオロメチルフェニルス
ルホニルオキシ）フタルイミド、Ｎ－（２－フルオロフェニルスルホニルオキシ）フタル
イミド、Ｎ－（トリフルオロメチルスルホニルオキシ）ジフェニルマレイミド、Ｎ－（カ
ンファスルホニルオキシ）ジフェニルマレイミド、Ｎ－（４－メチルフェニルスルホニル



(37) JP 2016-200698 A 2016.12.1

10

20

30

40

50

オキシ）ジフェニルマレイミド等が挙げられる。
【０２５１】
　［Ｂ－２］光酸発生剤として、上述のスルホンイミド化合物を用いることにより、得ら
れる本実施形態の感放射線性樹脂組成物は、感度および溶解性を向上させることができる
。
【０２５２】
　上述のスルホン酸エステル化合物としては、ハロアルキルスルホン酸エステルが好まし
く、Ｎ－ヒドロキシナフタルイミド－トリフルオロメタンスルホン酸エステルがより好ま
しい。
【０２５３】
　［Ｂ－２］光酸発生剤として、上述のスルホン酸エステル化合物を用いることにより、
得られる本実施形態の感放射線性樹脂組成物は、感度および溶解性を向上させることがで
きる。
【０２５４】
　また、本発明の第２実施形態の感放射線性樹脂組成物は、上述したように、［Ｂ］感光
剤である［Ｂ－２］光酸発生剤として、キノンジアジド化合物を含有することができる。
本実施形態の感放射線性樹脂組成物は、キノンジアジド化合物を含有することにより、ポ
ジ型の感放射線性樹脂組成物として使用することが可能である。そして、形成後の硬化膜
の遮光性を付与することができる。さらに、フォトブリーチ性能により、形成された硬化
膜の可視光域の光の透過性の調整も行うことが可能である。
【０２５５】
　［Ｂ－２］光酸発生剤として用いることができるキノンジアジド化合物は、放射線の照
射によってカルボン酸を発生するキノンジアジド化合物である。キノンジアジド化合物と
しては、フェノール性化合物またはアルコール性化合物（以下、「母核」と称する。）と
、１，２－ナフトキノンジアジドスルホン酸ハライドとの縮合物を用いることができる。
【０２５６】
　上述の母核としては、例えば、トリヒドロキシベンゾフェノン、テトラヒドロキシベン
ゾフェノン、ペンタヒドロキシベンゾフェノン、ヘキサヒドロキシベンゾフェノン、（ポ
リヒドロキシフェニル）アルカン、その他の母核等が挙げられる。
【０２５７】
　トリヒドロキシベンゾフェノンとしては、例えば、２，３，４－トリヒドロキシベンゾ
フェノン、２，４，６－トリヒドロキシベンゾフェノン等が挙げられる。
【０２５８】
　テトラヒドロキシベンゾフェノンとしては、例えば、２，２’，４，４’－テトラヒド
ロキシベンゾフェノン、２，３，４，３’－テトラヒドロキシベンゾフェノン、２，３，
４，４’－テトラヒドロキシベンゾフェノン、２，３，４，２’－テトラヒドロキシ－４
’－メチルベンゾフェノン、２，３，４，４’－テトラヒドロキシ－３’－メトキシベン
ゾフェノン等が挙げられる。
【０２５９】
　ペンタヒドロキシベンゾフェノンとしては、例えば、２，３，４，２’，６’－ペンタ
ヒドロキシベンゾフェノン等が挙げられる。
【０２６０】
　ヘキサヒドロキシベンゾフェノンとしては、例えば、２，４，６，３’，４’，５’－
ヘキサヒドロキシベンゾフェノン、３，４，５，３’，４’，５’－ヘキサヒドロキシベ
ンゾフェノン等が挙げられる。
【０２６１】
　（ポリヒドロキシフェニル）アルカンとしては、例えば、ビス（２，４－ジヒドロキシ
フェニル）メタン、ビス（ｐ－ヒドロキシフェニル）メタン、トリス（ｐ－ヒドロキシフ
ェニル）メタン、１，１，１－トリス（ｐ－ヒドロキシフェニル）エタン、ビス（２，３
，４－トリヒドロキシフェニル）メタン、２，２－ビス（２，３，４－トリヒドロキシフ
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ェニル）プロパン、１，１，３－トリス（２，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）
－３－フェニルプロパン、４，４’－〔１－｛４－（１－［４－ヒドロキシフェニル］－
１－メチルエチル）フェニル｝エチリデン〕ビスフェノール、ビス（２，５－ジメチル－
４－ヒドロキシフェニル）－２－ヒドロキシフェニルメタン、３，３，３’，３’－テト
ラメチル－１，１’－スピロビインデン－５，６，７，５’，６’，７’－ヘキサノール
、２，２，４－トリメチル－７，２’，４’－トリヒドロキシフラバン等が挙げられる。
【０２６２】
　その他の母核としては、例えば、２－メチル－２－（２，４－ジヒドロキシフェニル）
－４－（４－ヒドロキシフェニル）－７－ヒドロキシクロマン、１－［１－｛３－（１－
［４－ヒドロキシフェニル］－１－メチルエチル）－４，６－ジヒドロキシフェニル｝－
１－メチルエチル］－３－〔１－｛３－（１－［４－ヒドロキシフェニル］－１－メチル
エチル）－４，６－ジヒドロキシフェニル｝－１－メチルエチル〕ベンゼン、４，６－ビ
ス｛１－（４－ヒドロキシフェニル）－１－メチルエチル｝－１，３－ジヒドロキシベン
ゼン等が挙げられる。
【０２６３】
　これらの母核のうち、２，３，４，４’－テトラヒドロキシベンゾフェノン、１，１，
１－トリス（ｐ－ヒドロキシフェニル）エタン、４，４’－〔１－｛４－（１－［４－ヒ
ドロキシフェニル］－１－メチルエチル）フェニル｝エチリデン〕ビスフェノールが好ま
しく用いられる。
【０２６４】
　１，２－ナフトキノンジアジドスルホン酸ハライドとしては、１，２－ナフトキノンジ
アジドスルホン酸クロリドが好ましい。１，２－ナフトキノンジアジドスルホン酸クロリ
ドとしては、例えば、１，２－ナフトキノンジアジド－４－スルホン酸クロリド、１，２
－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸クロリド等が挙げられる。これらのうち、１，
２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸クロリドがより好ましい。
【０２６５】
　フェノール性化合物またはアルコール性化合物（母核）と、１，２－ナフトキノンジア
ジドスルホン酸ハライドとの縮合反応においては、フェノール性化合物またはアルコール
性化合物中のＯＨ基数に対して、好ましくは３０モル％～８５モル％、より好ましくは５
０モル％～７０モル％に相当する１，２－ナフトキノンジアジドスルホン酸ハライドを用
いることができる。縮合反応は、公知の方法によって実施することができる。
【０２６６】
　また、キノンジアジド化合物としては、上記に例示した母核のエステル結合をアミド結
合に変更した１，２－ナフトキノンジアジドスルホン酸アミド類、例えば、２，３，４－
トリアミノベンゾフェノン－１，２－ナフトキノンジアジド－４－スルホン酸アミド等も
好適に使用される。
【０２６７】
　これらのキノンジアジド化合物は、単独でまたは２種類以上を組み合わせて用いること
ができる。
【０２６８】
　本実施形態の感放射線性樹脂組成物におけるキノンジアジド化合物の使用割合は、後述
する範囲とすることができるが、そのような範囲とすることで、現像液となるアルカリ水
溶液に対する放射線の照射部分と未照射部分との溶解度の差を大きくして、パターニング
性能を向上させることができる。また、この感放射性樹脂組成物を用いて得られる硬化膜
の耐溶媒性を良好なものとすることもできる。
【０２６９】
　以上の［Ｂ－２］光酸発生剤については、オキシムスルホネート化合物、オニウム塩、
スルホンイミド化合物およびキノンジアジド化合物が好ましく、オキシムスルホネート化
合物がより好ましい。
【０２７０】
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　［Ｂ－２］光酸発生剤の含有量としては、［Ａ］重合体成分１００質量部に対して、０
．１質量部～１０質量部が好ましく、１質量部～５質量部がより好ましい。［Ｂ－２］光
酸発生剤の含有量を上記範囲とすることで、本実施形態の感放射線性樹脂組成物の感度を
最適化し、表面硬度が高い硬化膜を形成できる。
【０２７１】
　次に、本実施形態の感放射線性樹脂組成物の［Ｂ］感光剤である［Ｂ－３］光塩基発生
剤としては、放射線の照射により塩基（アミン等）を発生する化合物である限り、特に限
定されない。［Ｂ－３］光塩基発生剤の例としては、コバルト等遷移金属錯体、オルトニ
トロベンジルカルバメート類、α，α－ジメチル－３，５－ジメトキシベンジルカルバメ
ート類、アシルオキシイミノ類等を挙げることができる。
【０２７２】
　上述の遷移金属錯体としては、例えば、ブロモペンタアンモニアコバルト過塩素酸塩、
ブロモペンタメチルアミンコバルト過塩素酸塩、ブロモペンタプロピルアミンコバルト過
塩素酸塩、ヘキサアンモニアコバルト過塩素酸塩、ヘキサメチルアミンコバルト過塩素酸
塩、ヘキサプロピルアミンコバルト過塩素酸塩等が挙げられる。
【０２７３】
　オルトニトロベンジルカルバメート類としては、例えば、［［（２－ニトロベンジル）
オキシ］カルボニル］メチルアミン、［［（２－ニトロベンジル）オキシ］カルボニル］
プロピルアミン、［［（２－ニトロベンジル）オキシ］カルボニル］ヘキシルアミン、［
［（２－ニトロベンジル）オキシ］カルボニル］シクロヘキシルアミン、［［（２－ニト
ロベンジル）オキシ］カルボニル］アニリン、［［（２－ニトロベンジル）オキシ］カル
ボニル］ピペリジン、ビス［［（２－ニトロベンジル）オキシ］カルボニル］ヘキサメチ
レンジアミン、ビス［［（２－ニトロベンジル）オキシ］カルボニル］フェニレンジアミ
ン、ビス［［（２－ニトロベンジル）オキシ］カルボニル］トルエンジアミン、ビス［［
（２－ニトロベンジル）オキシ］カルボニル］ジアミノジフェニルメタン、ビス［［（２
－ニトロベンジル）オキシ］カルボニル］ピペラジン、［［（２，６－ジニトロベンジル
）オキシ］カルボニル］メチルアミン、［［（２，６－ジニトロベンジル）オキシ］カル
ボニル］プロピルアミン、［［（２，６－ジニトロベンジル）オキシ］カルボニル］ヘキ
シルアミン、［［（２，６－ジニトロベンジル）オキシ］カルボニル］シクロヘキシルア
ミン、［［（２，６－ジニトロベンジル）オキシ］カルボニル］アニリン、［［（２，６
－ジニトロベンジル）オキシ］カルボニル］ピペリジン、ビス［［（２，６－ジニトロベ
ンジル）オキシ］カルボニル］ヘキサメチレンジアミン、ビス［［（２，６－ジニトロベ
ンジル）オキシ］カルボニル］フェニレンジアミン、ビス［［（２，６－ジニトロベンジ
ル）オキシ］カルボニル］トルエンジアミン、ビス［［（２，６－ジニトロベンジル）オ
キシ］カルボニル］ジアミノジフェニルメタン、ビス［［（２，６－ジニトロベンジル）
オキシ］カルボニル］ピペラジン等が挙げられる。
【０２７４】
　α，α－ジメチル－３，５－ジメトキシベンジルカルバメート類としては、例えば、［
［（α，α－ジメチル－３，５－ジメトキシベンジル）オキシ］カルボニル］メチルアミ
ン、［［（α，α－ジメチル－３，５－ジメトキシベンジル）オキシ］カルボニル］プロ
ピルアミン、［［（α，α－ジメチル－３，５－ジメトキシベンジル）オキシ］カルボニ
ル］ヘキシルアミン、［［（α，α－ジメチル－３，５－ジメトキシベンジル）オキシ］
カルボニル］シクロヘキシルアミン、［［（α，α－ジメチル－３，５－ジメトキシベン
ジル）オキシ］カルボニル］アニリン、［［（α，α－ジメチル－３，５－ジメトキシベ
ンジル）オキシ］カルボニル］ピペリジン、ビス［［（α，α－ジメチル－３，５－ジメ
トキシベンジル）オキシ］カルボニル］ヘキサメチレンジアミン、ビス［［（α，α－ジ
メチル－３，５－ジメトキシベンジル）オキシ］カルボニル］フェニレンジアミン、ビス
［［（α，α－ジメチル－３，５－ジメトキシベンジル）オキシ］カルボニル］トルエン
ジアミン、ビス［［（α，α－ジメチル－３，５－ジメトキシベンジル）オキシ］カルボ
ニル］ジアミノジフェニルメタン、ビス［［（α，α－ジメチル－３，５－ジメトキシベ
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ンジル）オキシ］カルボニル］ピペラジン等が挙げられる。
【０２７５】
　アシルオキシイミノ類としては、例えば、プロピオニルアセトフェノンオキシム、プロ
ピオニルベンゾフェノンオキシム、プロピオニルアセトンオキシム、ブチリルアセトフェ
ノンオキシム、ブチリルベンゾフェノンオキシム、ブチリルアセトンオキシム、アジポイ
ルアセトフェノンオキシム、アジポイルベンゾフェノンオキシム、アジポイルアセトンオ
キシム、アクロイルアセトフェノンオキシム、アクロイルベンゾフェノンオキシム、アク
ロイルアセトンオキシム等が挙げられる。
【０２７６】
　［Ｂ－３］光塩基発生剤のその他の例としては、２－ニトロベンジルシクロヘキシルカ
ルバメート、Ｏ－カルバモイルヒドロキシアミドおよびＯ－カルバモイルヒドロキシアミ
ドが特に好ましい。
【０２７７】
　［Ｂ－３］光塩基発生剤は、１種を単独で使用してもよいし、２種以上を混合して使用
してもよい。また、本発明の効果を損なわない限り、［Ｂ－３］光塩基発生剤と［Ｂ－２
］光酸発生剤とを併用してもよい。
【０２７８】
　［Ｂ－３］光塩基発生剤を使用する場合の含有量としては、［Ａ］重合体１００質量部
に対して、０．１質量部～２０質量部が好ましく、１質量部～１０質量部がより好ましい
。［Ｂ－３］光塩基発生剤の含有量を０．１質量部～２０質量部とすることによって、耐
メルトフロー性、および形成される硬化膜の耐熱性がバランス良く優れた感放射線性組成
物を得ることができ、また、塗膜の形成工程において析出物の発生を防止し、塗膜形成を
容易にすることが可能となる。
【０２７９】
＜［Ｃ］化合物＞
　本発明の第２実施形態の感放射線性樹脂組成物は、上述した［Ａ］成分および［Ｂ］成
分に加えて、さらに、硬化促進剤として機能する［Ｃ］化合物（［Ｃ］成分）を含有する
ことができる。
【０２８０】
　本発明の第２実施形態の感放射線性樹脂組成物は、硬化促進剤として機能する［Ｃ］化
合物を含有することにより、層間絶縁膜となる硬化膜の形成時に、より十分な硬化反応を
実現することができる。すなわち、硬化膜の強度を高め、また、硬化膜中に残留する未反
応の成分を低減し、硬化膜や未反応の成分が硬化膜の形成後に、例えば、光反応をして低
分子の成分を発生させる現象を低減することができる。その結果、本発明の第２実施形態
の感放射線性樹脂組成物を用いた層間絶縁膜を有する液晶表示素子において、発泡不良を
低減することができる。
【０２８１】
　［Ｃ］化合物は、［Ａ］成分である［Ａ］重合体に上述したアクリル系重合体が含有さ
れる場合に、特にその硬化促進剤としての機能を有効に発揮することができる。そのため
、［Ｃ］化合物は、［Ａ］重合体であるアクリル系重合体と組み合わせて本実施形態の感
放射線性樹脂組成物に添加されて用いられることが好ましい。
【０２８２】
　［Ｃ］化合物としては、下記式（Ｃ１）で表される化合物、下記式（Ｃ２）で表される
化合物、３級アミン化合物、アミド化合物、チオール化合物、ブロックイソシアネート化
合物およびイミダゾール環含有化合物を挙げることができる。そして、これらの中では、
次に示す下記式（Ｃ１）で表される化合物および下記式（Ｃ２）で表される化合物が好ま
しい。
【０２８３】
（式（Ｃ１）および式（Ｃ２）で表される化合物）
　［Ｃ］化合物としては、上述したように、下記式（Ｃ１）および下記式（Ｃ２）で表さ
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れる化合物からなる群より選ばれる少なくとも１種の化合物が好適な化合物として挙げら
れる。これらの化合物は、アミノ基と電子欠乏基とを有し、こうした化合物を感放射線性
樹脂組成物に添加することで、形成される硬化膜の硬化を促進することができる。その結
果、例えば、低温の硬化条件であっても、感放射線性樹脂組成物における十分な硬化反応
を実現し、高強度の硬化膜を得ることができる。したがって、硬化膜形成後の工程で光履
歴を受けても、硬化膜中の未反応成分の反応や硬化膜自体の反応を低減することができる
。さらに、このような［Ｃ］化合物を含有する感放射線性樹脂組成物を用いて得られた硬
化膜を層間絶縁膜として液晶表示素子に適用することで、得られる液晶表示素子の電圧保
持率をより向上することができる。
【０２８４】
【化１０】

【０２８５】
【化１１】

【０２８６】
　上記式（Ｃ１）中、Ｒ２１～Ｒ２６は、それぞれ独立して水素原子、電子吸引性基また
はアミノ基である。但し、Ｒ２１～Ｒ２６のうち少なくとも１つは電子吸引性基であり、
かつＲ２１～Ｒ２６のうち少なくとも１つはアミノ基であり、上記アミノ基は、水素原子
の全部または一部が炭素数１～６のアルキル基で置換されていてもよい。
【０２８７】
　上記式（Ｃ２）中、Ｒ２７～Ｒ３６は、それぞれ独立して水素原子、電子吸引性基また
はアミノ基である。但し、Ｒ２７～Ｒ３６のうち少なくとも１つはアミノ基である。また
、そのアミノ基は、水素原子の全部または一部が炭素数２～６のアルキル基で置換されて
いてもよい。Ａは、単結合、カルボニル基、カルボニルオキシ基、カルボニルメチレン基
、スルフィニル基、スルホニル基、メチレン基または炭素数２～６のアルキレン基である
。但し、上記メチレン基およびアルキレン基は、水素原子の全部または一部がシアノ基、
ハロゲン原子またはフルオロアルキル基で置換されていてもよい。
【０２８８】
　上記式（Ｃ１）および上記式（Ｃ２）のＲ２１～Ｒ３６で示される電子吸引性基として
は、例えば、ハロゲン原子、シアノ基、ニトロ基、トリフルオロメチル基、カルボキシル
基、アシル基、アルキルスルホニル基、アルキルオキシスルフォニル基、ジシアノビニル
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基、トリシアノビニル基、スルホニル基等が挙げられる。これらのうち、ニトロ基、アル
キルオキシスルフォニル基、トリフルオロメチル基が好ましい。また、Ａで示される基と
しては、スルホニル基、フルオロアルキル基で置換されていてもよいメチレン基が挙げら
れる。
【０２８９】
　上記式（Ｃ１）および式（Ｃ２）で表される化合物としては、２，２－ビス（４－アミ
ノフェニル）ヘキサフルオロプロパン、２，３－ビス（４－アミノフェニル）スクシノニ
トリル、４，４’－ジアミノベンゾフェノン、４，４’－ジアミノフェニルベンゾエート
、４，４’－ジアミノジフェニルスルホン、１，４－ジアミノ－２－クロロベンゼン、１
，４－ジアミノ－２－ブロモベンゼン、１，４－ジアミノ－２－ヨードベンゼン、１，４
－ジアミノ－２－ニトロベンゼン、１，４－ジアミノ－２－トリフルオロメチルベンゼン
、２，５－ジアミノベンゾニトリル、２，５－ジアミノアセトフェノン、２，５－ジアミ
ノ安息香酸、２，２’－ジクロロベンジジン、２，２’－ジブロモベンジジン、２，２’
－ジヨードベンジジン、２，２’－ジニトロベンジジン、２，２’－ビス（トリフルオロ
メチル）ベンジジン、３－アミノベンゼンスルホン酸エチル、３，５－ビストリフルオロ
メチル－１，２－ジアミノベンゼン、４－アミノニトロベンゼン、Ｎ，Ｎ－ジメチル－４
－ニトロアニリンが好ましく、４，４’－ジアミノジフェニルスルホン、２，２－ビス（
４－アミノフェニル）ヘキサフルオロプロパン、２，２’－ビス（トリフルオロメチル）
ベンジジン、３－アミノベンゼンスルホン酸エチル、３，５－ビストリフルオロメチル－
１，２－ジアミノベンゼン、４－アミノニトロベンゼン、Ｎ，Ｎ－ジメチル－４－ニトロ
アニリンがより好ましい。
【０２９０】
　上記式（Ｃ１）および上記式（Ｃ２）で表される化合物は、単独でまたは２種以上を混
合して使用できる。上記式（Ｃ１）および上記式（Ｃ２）で表される化合物の含有量は、
［Ａ］成分１００質量部に対して、０．１質量部～２０質量部が好ましく、０．２質量部
～１０質量部がより好ましい。上記式（Ｃ１）および上記式（Ｃ２）で表される化合物の
含有割合を上記範囲とすることで、感放射線性樹脂組成物から形成される硬化膜の硬化促
進を実現することができる。併せて、感放射線性樹脂組成物の保存安定性を向上し、さら
に、得られた硬化膜を層間絶縁膜として有する液晶表示素子の電圧保持率を高いレベルで
保持できる。
【０２９１】
＜［Ｄ］重合性不飽和化合物＞
　本発明の第２実施形態の感放射線性樹脂組成物の［Ｄ］成分である［Ｄ］重合性不飽和
化合物は、上述した［Ｂ］感光剤の存在下において放射線を照射することにより重合する
不飽和化合物である。このような［Ｄ］重合性不飽和単量体としては、特に限定されるも
のではないが、例えば、単官能、２官能または３官能以上の（メタ）アクリル酸エステル
が、重合性が良好であり、且つ形成される層間絶縁膜の強度が向上する点から好ましい。
【０２９２】
　上述の単官能（メタ）アクリル酸エステルとしては、例えば、２－ヒドロキシエチル（
メタ）アクリレート、ジエチレングリコールモノエチルエーテル（メタ）アクリレート、
（２－（メタ）アクリロイルオキシエチル）（２－ヒドロキシプロピル）フタレート、ω
－カルボキシポリカプロラクトンモノ（メタ）アクリレート等を挙げることができる。こ
れらの市販品としては、商品名で、例えば、アロニックス（登録商標）Ｍ－１０１、同Ｍ
－１１１、同Ｍ－１１４、同Ｍ－５３００（以上、東亞合成（株）製）；ＫＡＹＡＲＡＤ
（登録商標）ＴＣ－１１０Ｓ、同ＴＣ－１２０Ｓ（以上、日本化薬（株）製）；ビスコー
ト（登録商標）１５８、同２３１１（以上、大阪有機化学工業（株）製）等を挙げること
ができる。
【０２９３】
　上述の２官能（メタ）アクリル酸エステルとしては、例えば、エチレングリコールジ（
メタ）アクリレート、プロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ジエチレングリコ
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ールジ（メタ）アクリレート、テトラエチレングリコールジアクリレート、テトラエチレ
ングリコールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレー
ト、１，９－ノナンジオールジ（メタ）アクリレート等を挙げることができる。これらの
市販品としては、商品名で、例えば、アロニックス（登録商標）Ｍ－２１０、同Ｍ－２４
０、同Ｍ－６２００（以上、東亞合成（株）製）、ＫＡＹＡＲＡＤ（登録商標）ＨＤＤＡ
、同ＨＸ－２２０、同Ｒ－６０４（以上、日本化薬（株）製）、ビスコート（登録商標）
２６０、同３１２、同３３５ＨＰ（以上、大阪有機化学工業（株）製）、ライトアクリレ
ート（登録商標）１，９－ＮＤＡ（共栄社化学（株）製）等を挙げることができる。
【０２９４】
　上述の３官能以上の（メタ）アクリル酸エステルとしては、例えば、トリメチロールプ
ロパントリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペ
ンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ
）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート；ジペンタエリス
リトールペンタ（メタ）アクリレートとジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレ
ートとの混合物；エチレンオキサイド変性ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリ
レート、トリ（２－（メタ）アクリロイルオキシエチル）フォスフェート、コハク酸変性
ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、コハク酸変性ジペンタエリスリトール
ペンタ（メタ）アクリレート、トリペンタエリスリトールヘプタ（メタ）アクリレート、
トリペンタエリスリトールオクタ（メタ）アクリレート；
　直鎖アルキレン基および脂環式構造を有し且つ２個以上のイソシアネート基を有する化
合物と、分子内に１個以上の水酸基を有し且つ３個、４個または５個の（メタ）アクリロ
イルオキシ基を有する化合物とを反応させて得られる多官能ウレタンアクリレート系化合
物等を挙げることができる。
【０２９５】
　上述の３官能以上の（メタ）アクリル酸エステルの市販品としては、商品名で、例えば
アロニックス（登録商標）Ｍ－３０９、同Ｍ－４００、同Ｍ－４０５、同Ｍ－４５０、同
Ｍ－７１００、同Ｍ－８０３０、同Ｍ－８０６０、同ＴＯ－１４５０（以上、東亞合成（
株）製）、ＫＡＹＡＲＡＤ（登録商標）ＴＭＰＴＡ、同ＤＰＨＡ、同ＤＰＣＡ－２０、同
ＤＰＣＡ－３０、同ＤＰＣＡ－６０、同ＤＰＣＡ－１２０、同ＤＰＥＡ－１２（以上、日
本化薬（株）製）、ビスコート（登録商標）２９５、同３００、同３６０、同ＧＰＴ、同
３ＰＡ、同４００（以上、大阪有機化学工業（株）製）や、多官能ウレタンアクリレート
系化合物を含有する市販品として、ニューフロンティア（登録商標）Ｒ－１１５０（第一
工業製薬（株）製）、ＫＡＹＡＲＡＤ（登録商標）ＤＰＨＡ－４０Ｈ（日本化薬（株）製
）等を挙げることができる。
【０２９６】
　これら［Ｄ］重合性不飽和化合物のうち、特に、ω－カルボキシポリカプロラクトンモ
ノアクリレート、１，９－ノナンジオールジメタクリレート、トリメチロールプロパント
リアクリレート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、ペンタエリスリトールテトラ
アクリレート、ジトリメチロールプロパンテトラアクリレート、ジトリメチロールプロパ
ンテトラメタクリレート、ジペンタエリスリトールペンタアクリレート、ジペンタエリス
リトールヘキサアクリレート；
　ジペンタエリスリトールペンタアクリレートとジペンタエリスリトールヘキサアクリレ
ートとの混合物；
　トリペンタエリスリトールヘプタ（メタ）アクリレートとトリペンタエリスリトールオ
クタ（メタ）アクリレートとの混合物；
　エチレンオキサイド変性ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート、多官能ウレタン
アクリレート系化合物、コハク酸変性ペンタエリスリトールトリアクリレート、コハク酸
変性ジペンタエリスリトールペンタアクリレートを含有する市販品等が好ましい。
【０２９７】
　上記のような［Ｄ］重合性不飽和化合物は、単独でまたは２種以上を混合して使用する
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ことができる。
【０２９８】
　本実施形態の感放射線性樹脂組成物における［Ｄ］重合性不飽和化合物の使用割合は、
［Ａ］重合体１００質量部に対して、好ましくは３０質量部～２５０質量部であり、さら
に好ましくは５０質量部～２００質量部である。［Ｄ］重合性不飽和化合物の使用割合を
上記の範囲とすることにより、現像残差の問題を生じることなく、高い解像度で層間絶縁
膜を形成することができて好ましい。
【０２９９】
＜その他の任意成分＞
　本実施形態の感放射線性樹脂組成物は、必須の成分である［Ａ］重合体および［Ｂ］感
光剤や、任意の成分である［Ｃ］化合物、［Ｄ］重合性不飽和化合物の他、その他の任意
成分を含有することができる。
【０３００】
　本実施形態の感放射線性樹脂組成物は、その他の任意成分として、本発明の効果を損な
わない範囲で必要に応じ、界面活性剤、保存安定剤、接着助剤、耐熱性向上剤等を含有で
きる。これらの各任意成分は、単独で使用してもよいし、２種以上を混合して使用しても
よい。
【０３０１】
　＜感放射線性樹脂組成物の調製＞
　本発明の第２実施形態の感放射線性樹脂組成物は、［Ａ］重合体および［Ｂ］感光剤等
に加え、［Ｃ］化合物、［Ｄ］重合性不飽和化合物の他、所期の効果を損なわない範囲で
必要に応じて上述したその他の任意成分を所定の割合で混合することにより調製される。
本実施形態の感放射線性樹脂組成物は、好ましくは適当な溶媒に溶解されて溶液状態で用
いられる。
【０３０２】
　感放射線性樹脂組成物の調製に用いられる溶媒としては、［Ａ］重合体および［Ｂ］感
光剤、並びに必要に応じて含有される［Ｃ］化合物、［Ｄ］重合性不飽和化合物を均一に
溶解または分散し、各成分と反応しないものが用いられる。そして、その溶媒は、その他
の任意成分を均一に溶解または分散し、各成分と反応しないものが好ましい。
【０３０３】
　本実施形態の感放射線性樹脂組成物の調製に用いられる溶媒としては、例えば、アルコ
ール、グリコールエーテル、エチレングリコールアルキルエーテルアセテート、ジエチレ
ングリコールモノアルキルエーテル、ジエチレングリコールジアルキルエーテル、ジプロ
ピレングリコールジアルキルエーテル、プロピレングリコールモノアルキルエーテル、プ
ロピレングリコールアルキルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノアルキルエ
ーテルプロピオネート、ケトン、エステル等が挙げられる。
【０３０４】
　本実施形態の感放射線性樹脂組成物における溶媒の含有量は、特に限定されないが、得
られる感放射線性樹脂組成物の塗布性、安定性等の観点から、感放射線性樹脂組成物の溶
媒を除いた各成分の合計濃度が、５質量％～５０質量％となる量が好ましく、１０質量％
～４０質量％となる量がより好ましい。感放射線性樹脂組成物の溶液を調製する場合、実
際には、上記濃度範囲において、所望とする硬化膜の膜厚の値等に応じた固形分濃度（組
成物溶液中に占める溶媒以外の成分）が設定される。
【０３０５】
　このようにして調製された溶液状の感放射線性樹脂組成物は、孔径０．５μｍ程度のミ
リポアフィルタ等を用いて濾過した後に層間絶縁膜となる硬化膜の形成に使用することが
好ましい。
【０３０６】
実施の形態３．
＜層間絶縁膜＞
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　本発明の第３実施形態の層間絶縁膜は、上述した、本発明の第２実施形態の感放射線性
樹脂組成物を用いて製造されて、膜厚２μｍにおける波長３１０ｎｍの光の透過率が７０
％以上となる優れた光透過率特性を有することを特徴とする。すなわち、本発明の第３実
施形態の層間絶縁膜は、波長３１０ｎｍの光に対する膜厚２μｍ換算の透過率が７０％以
上である。
【０３０７】
　すなわち、本発明の第２実施形態の感放射線性樹脂組成物を用い、膜厚２μｍにおける
波長３１０ｎｍの光の透過率が７０％以上となる硬化膜が形成される。そして、その硬化
膜が、対向配置された一対のアレイ基板およびカラーフィルタ基板と、それら両基板間に
配置された液晶層とを有する本発明の第１実施形態の液晶表示素子に適用されて、本実施
形態の層間絶縁膜を構成する。
【０３０８】
　その場合、例えば、本発明の第２実施形態の感放射線性樹脂組成物を用いた硬化膜は、
本発明の第１実施形態の液晶表示素子のアレイ基板の液晶層側に積層されて本実施形態の
層間絶縁膜を構成する。より具体的には、例えば、その硬化膜は、アレイ基板上であって
画素電極の下層に配置され、液晶表示素子において、アレイ基板と層間絶縁膜と画素電極
とがこの順となるように配置される。
【０３０９】
　本発明の第３実施形態の層間絶縁膜の膜厚は、１μｍ～５μｍが好ましく、２μｍ～３
μｍがより好ましい。層間絶縁膜５２は、その膜厚が上記範囲内にあることによって、絶
縁機能および平坦化機能を十分に発揮できる。
【０３１０】
　そして、本実施形態の層間絶縁膜は、パターニング性を備えるとともに、優れた硬度を
有し、さらに、アレイ基板等の基板や当該基板上の各構成部材との間で優れた密着性を示
す。
【０３１１】
　その結果、本実施形態の層間絶縁膜は、それを有する本発明の第１実施形態の液晶表示
素子において、画素の高開口率化を実現することができる。
【０３１２】
　併せて、本実施形態の層間絶縁膜は、上述したように、従来技術に比べて高い紫外線透
過特性を備え、特に、波長３１０ｎｍの光に対して高い透過率を示す。
【０３１３】
　そのため、本実施形態の層間絶縁膜を有する本発明の第１実施形態の液晶表示素子では
、光による層間絶縁膜の反応、特に、より有害な波長３１０ｎｍの光による反応を低減さ
せることができる。その結果、本発明の第１実施形態の液晶表示素子は、層間絶縁膜が光
反応をして低分子の成分を発生させて画素領域内で発泡を生じる不良を低減することがで
きる。すなわち、本発明の第１実施形態の液晶表示素子は、その層間絶縁膜が、発泡を抑
制しやすい本実施形態の層間絶縁膜であるため、従来問題とされた発泡不良を低減するこ
とができる。
【０３１４】
　本発明の第３実施形態の層間絶縁膜は、後述する本発明の第４実施形態の層間絶縁膜の
製造方法によって製造することができる。
【０３１５】
実施の形態４．
＜層間絶縁膜の製造方法＞
　本発明の第４実施形態の層間絶縁膜の製造方法は、上述した本発明の第２実施形態の感
放射線性樹脂組成物を用いて実施され、フォトリソグラフィ法により所望とする形状にパ
ターニングされた高信頼性の硬化膜として、膜厚２μｍにおける波長３１０ｎｍの光の透
過率が７０％以上である層間絶縁膜を製造することができる。本実施形態の層間絶縁膜の
製造方法では、本発明の第２実施形態の感放射線性樹脂組成物を用い、基板上に所望形状
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の層間絶縁膜が形成されるように、少なくとも下記の［１］工程～［４］工程を含むこと
が好ましい。
【０３１６】
　［１］本実施形態の感放射線性樹脂組成物の塗膜を基板上に形成する工程（以下、「［
１］工程」と称することがある。）
　［２］［１］工程で形成された感放射線性樹脂組成物の塗膜の少なくとも一部に放射線
を照射する工程（以下、「［２］工程」と称することがある。）
　［３］［２］工程で放射線が照射された塗膜を現像する工程（以下、「［３］工程」と
称することがある。）
　［４］［３］工程で現像された塗膜を加熱する工程（以下、「［４］工程」と称するこ
とがある。）
【０３１７】
　以下、［１］工程～［４］工程について説明する。
【０３１８】
（［１］工程）
　本実施形態の層間絶縁膜の製造方法においては、［１］工程において、本発明の第２実
施形態の感放射線性樹脂組成物の塗膜を基板上に形成する。この基板の材料としては、例
えば、ソーダライムガラスや無アルカリガラス等のガラス、シリコン、ポリエチレンテレ
フタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリエーテルスルホン、ポリカーボネート、
芳香族ポリアミド、ポリアミドイミド、ポリイミド等を用いることができる。さらに、そ
の基板には、洗浄やプレアニールの他、所望によりシランカップリング剤等による薬品処
理、プラズマ処理、イオンプレーティング、スパッタリング、気相反応法、真空蒸着等の
適宜の前処理を施しておくこともできる。
【０３１９】
　また、本発明の第４実施形態の層間絶縁膜の製造方法による層間絶縁膜が、本発明の第
１実施形態の液晶表示素子のように、アクティブマトリクス型の液晶表示素子である場合
、基板としては、ゲート配線と信号配線とがマトリクス状（格子状）に配設され、そのゲ
ート配線と信号配線の各交差部にＴＦＴ等のスイッチング素子が設けられた基板を用いる
ことができる
【０３２０】
　本発明の第２実施形態の感放射線性樹脂組成物の塗布方法としては、特に限定されない
。例えば、スプレー法、ロールコート法、回転塗布法（スピンコート法またはスピンナ法
と称されることもある。）、スリット塗布法（スリットダイ塗布法と称されることもある
。）、バー塗布法、インクジェット塗布法等の適宜の方法が採用できる。これらのうち、
均一な厚みの膜を形成できる点から、スピンコート法またはスリット塗布法が好ましい。
【０３２１】
　塗布法により感放射線性樹脂組成物の塗膜を形成する場合、基板の上に感放射線性樹脂
組成物を塗布した後、好ましくは塗布面を加熱（プレベーク）することにより溶媒を蒸発
させ、塗膜を形成することができる。
【０３２２】
　上述のプレベークの条件としては、感放射線性樹脂組成物を構成する各成分の種類、配
合割合等によって異なるが、温度は７０℃～１２０℃が好ましく、時間は１分間～１５分
間程度が好ましい。塗膜のプレベーク後の膜厚は、０．５μｍ～１０μｍが好ましく、１
μｍ～７μｍ程度がより好ましい。
【０３２３】
（［２］工程）
　次いで、［１］工程で基板上に形成された塗膜の少なくとも一部に、放射線を照射（以
下、露光ともいうことがある。）する。このとき、所望の位置と形状に層間絶縁膜を形成
するため、また、例えば、所望のコンタクトホールを有する層間絶縁膜を形成するため、
塗膜の一部に放射線を照射するが、例えば、所定のパターンを有するフォトマスクを介し



(47) JP 2016-200698 A 2016.12.1

10

20

30

40

50

て行うことができる。
【０３２４】
　露光に使用される放射線としては、可視光線、紫外線、遠紫外線等が挙げられる。この
うち波長が２５０ｎｍ～５５０ｎｍの範囲にある放射線が好ましく、３６５ｎｍの紫外線
を含む放射線がより好ましい。
【０３２５】
　放射線照射量（露光量ともいう。）は、照射される放射線の波長３６５ｎｍにおける強
度を照度計（ＯＡＩ　ｍｏｄｅｌ　３５６、Ｏｐｔｉｃａｌ　Ａｓｓｏｃｉａｔｅｓ　Ｉ
ｎｃ．製）により測定した値として、１０Ｊ／ｍ２～１０，０００Ｊ／ｍ２とすることが
でき、１００Ｊ／ｍ２～５０００Ｊ／ｍ２が好ましく、２００Ｊ／ｍ２～３０００Ｊ／ｍ
２がより好ましい。
【０３２６】
（［３］工程）
　［３］工程では、上述の［２］工程で得られた露光後の塗膜を現像することにより、不
要な部分（感放射線性樹脂組成物の塗膜がポジ型の場合は、放射線の照射部分。ネガ型の
場合は、放射線の非照射部分。）を除去して、所定のパターンを備えた露光後の塗膜を形
成する。
【０３２７】
　現像工程に使用される現像液としては、アルカリ（塩基性化合物）の水溶液からなるア
ルカリ現像液の使用が好ましい。アルカリの例としては、水酸化ナトリウム、水酸化カリ
ウム、炭酸ナトリウム、ケイ酸ナトリウム、メタケイ酸ナトリウム、アンモニア等の無機
アルカリ；テトラメチルアンモニウムヒドロキシド、テトラエチルアンモニウムヒドロキ
シド等の４級アンモニウム塩等を挙げることができる。
【０３２８】
　また、このようなアルカリ現像液には、メタノール、エタノール等の水溶性有機溶媒や
界面活性剤を適当量添加して使用することもできる。アルカリ現像液におけるアルカリの
濃度は、適当な現像性を得る観点から、好ましくは０．１質量％～５質量％とすることが
できる。現像方法としては、例えば、液盛り法、ディッピング法、揺動浸漬法、シャワー
法等の適宜の方法を利用することができる。現像時間は、本発明の第２実施形態の感放射
線性樹脂組成物の組成によって異なるが、好ましくは１０秒間～１８０秒間程度である。
このような現像処理に続いて、例えば、流水洗浄を３０秒間～９０秒間行った後、例えば
、圧縮空気や圧縮窒素で風乾させることによって、露光後の塗膜において所望のパターン
を形成することができる。
【０３２９】
（［４］工程）
　［４］工程では、上述の［３］工程で得られた、所定のパターンを備えた露光後の塗膜
を、ホットプレート、オーブン等の適当な加熱装置により加熱（ポストベークともいう。
）する。これにより、所定のパターンを備えた露光後の塗膜を硬化させることができ、硬
化膜としての層間絶縁膜が得られる。
【０３３０】
　［４］工程での加熱の温度は、例えば、８０℃～２８０℃とすることができる。加熱時
間は、例えば、ホットプレート上では５分間～３０分間とすることが好ましく、オーブン
中では３０分間～１８０分間とすることが好ましい。
【０３３１】
　そして、本発明の第２実施形態の感放射線性樹脂組成物によれば、硬化温度を８０℃～
２００℃以下とすることが可能である。さらに、本発明の第２実施形態の感放射線性樹脂
組成物が上述した［Ｃ］化合物を含有する場合、樹脂基板上での形成により好適な１８０
℃以下であっても十分な特性の層間絶縁膜が得られる。
【０３３２】
　以上の本発明の第４実施形態の層間絶縁膜の製造方法に従い、基板上に、層間絶縁膜を
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形成することが可能である。本実施形態の層間絶縁膜の製造方法によって製造された層間
絶縁膜は、従来技術に比べて高い紫外線透過特性を備え、特に、波長３１０ｎｍの光に対
して、膜厚２μｍにおける透過率が７０％以上となる優れた透過率特性を示す。
【０３３３】
　そのため、本発明の第４実施形態の層間絶縁膜の製造方法による層間絶縁膜は、上述し
たように、対向配置された一対のアレイ基板およびカラーフィルタ基板と、それら両基板
間に挟持されて配置された液晶層とを有する本発明の第１実施形態の液晶表示素子の構成
に好適に用いることができる。
【０３３４】
　例えば、本発明の第１実施形態の液晶表示素子は、上述したように、ＰＳＡ技術を用い
たＶＡモードとすることができるが、その場合、アレイ基板とカラーフィルタ基板との間
に挟持された重合性液晶組成物に電圧を印加した状態で光を照射する工程を含む製造方法
によって製造することができる。このとき、液晶表示素子を構成するアレイ基板には、本
実施形態の層間絶縁膜の製造方法により製造された層間絶縁膜を有して構成されたものを
用いることができる。
【０３３５】
　そのため、本発明の第１実施形態の液晶表示素子は、アレイ基板に、本実施形態の層間
絶縁膜の製造方法による層間絶縁膜を備えることができ、その層間絶縁膜は、波長３１０
ｎｍの光に対して、膜厚２μｍにおける透過率が７０％以上となる優れた透過率特性を示
すことができる。
【０３３６】
　したがって、本発明の第１実施形態の液晶表示素子では、光による層間絶縁膜の反応、
特に、より有害な波長３１０ｎｍの光による反応を低減させることができる。その結果、
その液晶表示素子は、層間絶縁膜が光反応をして低分子の成分を発生させて画素領域内で
発泡を生じる不良を低減することができる。すなわち、本発明の第４実施形態の層間絶縁
膜の製造方法による層間絶縁膜を備えた本発明の第１実施形態の液晶表示素子は、その層
間絶縁膜が、発泡を抑制しやすいものであるため、従来問題とされた発泡不良を低減する
ことができる。
【実施例】
【０３３７】
　以下、実施例に基づき本発明の実施形態をより詳しく説明するが、この実施例によって
本発明が限定的に解釈されるものではない。
【０３３８】
＜［Ａ］重合体合成＞
　本実施例においては、上述した［Ａ］重合体の例として、重合体（Ａ－１）、重合体（
Ａ－２）、重合体（Ａ－３）および重合体（Ａ－４）を用いた。以下に、重合体（Ａ－１
）～重合体（Ａ－４）の合成例、および、比較例となる重合体（ａ－１）の合成例を示す
。
【０３３９】
　合成例１
［アクリル系重合体：重合体（Ａ－１）の合成］
　冷却管および撹拌機を備えたフラスコに、２，２’－アゾビス（２，４－ジメチルバレ
ロニトリル）８質量部およびジエチレングリコールメチルエチルエーテル２２０質量部を
仕込んだ。引き続き、メタクリル酸１５質量部、メタクリル酸３，４－エポキシシクロヘ
キシル４０質量部、スチレン２０質量部、テトラヒドロフルフリルメタクリレート１５質
量部、ｎ－ラウリルメタクリレート１０質量部を仕込み、窒素置換した後、緩やかに攪拌
しつつ、溶液の温度を７０℃に上昇させ、この温度を５時間保持して重合することにより
、共重合体としてアクリル系重合体（Ａ－１）を含有する溶液を得た。共重合体であるア
クリル系重合体（Ａ－１）のＭｗは、８０００であった。
【０３４０】
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　合成例２
［アクリル系重合体：重合体（Ａ－２）の合成］
　冷却管および撹拌機を備えたフラスコに、２，２’－アゾビス（２，４－ジメチルバレ
ロニトリル）８質量部およびジエチレングリコールメチルエチルエーテル２２０質量部を
仕込んだ。引き続き、メタクリル酸グリシジル４０質量部、４－（α―ヒドロキシヘキサ
フルオロイソプロピル）スチレン２０質量部、スチレン１０質量部、Ｎ－シクロヘキシル
マレイミド３０質量部を仕込み、窒素置換した後、緩やかに攪拌しつつ、溶液の温度を７
０℃に上昇させ、この温度を５時間保持して重合することにより、共重合体としてアクリ
ル系重合体（Ａ－２）を含有する溶液を得た。共重合体であるアクリル系重合体（Ａ－２
）のＭｗは、８０００であった。
【０３４１】
　合成例３
［ポリイミド：重合体（Ａ－３）の合成］
　乾燥窒素気流下、ビス（３－アミノ－４－ヒドロキシフェニル）ヘキサフルオロプロパ
ン（セントラル硝子社）２９．３０ｇ（０．０８モル）、１，３－ビス（３－アミノプロ
ピル）テトラメチルジシロキサン１．２４ｇ（０．００５モル）、末端封止剤として、３
－アミノフェノール（東京化成工業社）３．２７ｇ（０．０３モル）をＮ－メチル－２－
ピロリドン（以下、ＮＭＰという。）８０ｇに溶解させた。ここにビス（３，４－ジカル
ボキシフェニル）エーテル二無水物（マナック社）３１．２ｇ（０．１モル）をＮＭＰ２
０ｇとともに加えて、２０℃で１時間反応させ、次いで５０℃で４時間反応させた。その
後、キシレンを１５ｇ添加し、水をキシレンとともに共沸しながら、１５０℃で５時間撹
拌した。撹拌終了後、反応溶液を水３Ｌに投入して白色沈殿を得た。この沈殿を濾過で集
めて、水で３回洗浄した後、８０℃の真空乾燥機で２０時間乾燥し、下記式で表される構
造の重合体としてポリイミド（Ａ－３）を得た。
【０３４２】
【化１２】

【０３４３】
合成例４
［ポリシロキサン（重合体（Ａ－４））の合成］
　撹拌機付の容器内に、プロピレングリコールモノメチルエーテル２０質量部を仕込み、
続いて、メチルトリメトキシシラン７０質量部、及びトリルトリメトキシシラン３０質量
部を仕込み、溶液温度が６０℃になるまで加熱した。溶液温度が６０℃に到達後、リン酸
０．１５質量部、イオン交換水１９質量部を仕込み、７５℃になるまで加熱し、４時間保
持した。さらに、溶液温度を４０℃にし、この温度を保ちながらエバポレーションするこ
とで、イオン交換水及び加水分解縮合で発生したメタノールを除去した。以上により、加
水分解縮合物であるシロキサンポリマーとしてポリシロキサン（Ａ－４）を得た。ポリシ
ロキサン（Ａ－４）のＭｗは、５０００であった。
【０３４４】
　比較合成例１
［アクリル系重合体：重合体（ａ－１）の合成］
　冷却管および撹拌機を備えたフラスコに、２，２’－アゾビス（２，４－ジメチルバレ
ロニトリル）８質量部およびジエチレングリコールメチルエチルエーテル２２０質量部を
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仕込んだ。引き続き、メタクリル酸１５質量部、メタクリル酸グリシジル４０質量部、α
－メチル－ｐ－ヒドロキシスチレン２０質量部、スチレン１０質量部、Ｎ－シクロヘキシ
ルマレイミド１５質量部およびｎ－ラウリルメタクリレート１０質量部を仕込み、窒素置
換した後、緩やかに攪拌しつつ、溶液の温度を７０℃に上昇させ、この温度を５時間保持
して重合することにより、共重合体としてアクリル系重合体（ａ－１）を含有する溶液を
得た。共重合体であるアクリル系重合体（ａ－１）のＭｗは、８０００であった。
【０３４５】
＜感放射線性樹脂組成物の調製＞
　実施例１～１０および比較例１～２
　上述の合成例および比較合成例に係る［Ａ］重合体（重合体（Ａ－１）～重合体（Ａ－
４）および重合体（ａ－１））をそれぞれ含有する重合体溶液（［Ａ］重合体１００質量
部（固形分）に相当する量）に、［Ｂ］感光剤をそれぞれ混合し、さらに必要に応じて、
［Ｃ］化合物、［Ｄ］重合性不飽和化合物を混合し、固形分濃度が３０質量％となるよう
にそれぞれジエチレングリコールエチルメチルエーテルに溶解させた後、口径０．２μｍ
のメンブランフィルタで濾過して、表１に示す組成を有する、実施例１～実施例１０およ
び比較例１～比較例２の各感放射線性樹脂組成物（（Ｓ－１）～（Ｓ－１０）および（ｓ
－１）～（ｓ－２））の溶液を調製した。尚、表１において、「－」は該当成分を配合し
ていないことを意味する。
【０３４６】
　実施例１～実施例１０の感放射線性樹脂組成物（（Ｓ－１）～（Ｓ－１０））、比較例
１～比較例２の感放射線性樹脂組成物（（ｓ－１）～（ｓ－２））の調製に用いた［Ａ］
重合体、［Ｂ］感光剤、［Ｃ］化合物および［Ｄ］重合性不飽和化合物は、以下に示す通
りである。
【０３４７】
＜［Ａ］重合体＞
　Ａ－１：合成例１で合成した重合体（Ａ－１）
　Ａ－２：合成例２で合成した重合体（Ａ－２）
　Ａ－３：合成例３で合成した重合体（Ａ－３）
　Ａ－４：合成例４で合成した重合体（Ａ－４）
　ａ－１：比較合成例１で合成した重合体（ａ－１）
【０３４８】
＜［Ｂ］感光剤＞
　Ｂ－１：１，２－オクタンジオン１－［４－（フェニルチオ）－２－（Ｏ－ベンゾイル
オキシム）］（ＢＡＳＦ社製　イルガキュア（登録商標）ＯＸ０１）
　Ｂ－２：４，４’－［１－［４－［１－［４－ヒドロキシフェニル］－１－メチルエチ
ル］フェニル］エチリデン］ビスフェノール（１．０モル）と、１，２－ナフトキノンジ
アジド－５－スルホン酸クロリド（２．０モル）との縮合物
　Ｂ－３：２－ニトロベンジルシクロヘキシルカルバメート
　Ｂ－４：（５－プロピルスルフォニルオキシイミノ－５Ｈ－チオフェン－２－イリデン
）－（２－メチルフェニル）アセトニトリル
【０３４９】
＜［Ｃ］化合物＞
　Ｃ－１：４，４’－ジアミノジフェニルスルホン
【０３５０】
＜［Ｄ］重合性不飽和化合物＞
　Ｄ－１：ジペンタエリスリトールペンタアクリレートとジペンタエリスリトールヘキサ
アクリレートとの混合物（ＫＡＹＡＲＡＤ（登録商標）ＤＰＨＡ、日本化薬社製）
【０３５１】
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【表１】

【０３５２】
＜硬化膜の製造と評価＞
　実施例１１
［透過率の評価］
　スピンナを用い、ガラス基板（「コーニング７０５９」（コーニング社製））上に実施
例１～実施例１０および比較例１～比較例２で調製した感放射線性樹脂組成物（（Ｓ－１
）～（Ｓ－１０）および（ｓ－１）～（ｓ－２））をそれぞれ塗布した後、ホットプレー
ト上で９０℃にて２分間プレベークして膜厚２．０μｍの塗膜をそれぞれ形成した。次い
で、キヤノン（株）製ＰＬＡ－５０１Ｆ露光機（超高圧水銀ランプ）を用いて、各塗膜に
対して露光を行い、その後、塗膜の形成された各ガラス基板をホットプレート上にて２３
０℃で４５分間加熱して硬化膜をそれぞれ製造した。
【０３５３】
　次に、得られたガラス基板上の各硬化膜について、紫外可視分光光度計（Ｖ－６３０、
日本分光製）を用いて透過率を測定した。評価の結果については、波長３１０ｎｍでの各
硬化膜の透過率を「透過率（％）」として、使用した感放射線性樹脂組成物の種類ととも
に表２にまとめて示した。
【０３５４】
＜液晶パネルの製造とＶＨＲの評価＞
　実施例１２
［電圧保持率（ＶＨＲ）の評価］
　表面にナトリウムイオンの溶出を防止するＳｉＯ２膜が形成され、さらにＩＴＯ電極を
所定形状に蒸着したガラス基板上に、実施例１～実施例１０および比較例１～比較例２で
調製した感放射線性樹脂組成物（（Ｓ－１）～（Ｓ－１０）および（ｓ－１）～（ｓ－２
））をそれぞれスピンコートした後、９０℃のクリーンオーブン内で１０分間プレベーク
を行って、ガラス基板上に膜厚２．０μｍの塗膜をそれぞれ形成した。次に、キヤノン（
株）製ＰＬＡ－５０１Ｆ露光機（超高圧水銀ランプ）を用い、フォトマスクを介さずに、
各塗膜の全面に５００Ｊ／ｍ２の露光量で露光を行った。その後、２３０℃で３０分間ポ
ストベークを行って各塗膜を硬化させ、硬化膜をそれぞれ製造した。
【０３５５】
　次に、上述の硬化膜の形成されたＩＴＯ電極付のガラス基板をそれぞれ用い、５．５μ
ｍのガラスビーズを混合したシール剤を用いて、ＩＴＯ電極のみを所定形状に蒸着したガ
ラス基板と貼り合わせて、空のパネルをそれぞれ製造した。次いで、各空パネルに負の誘
電率異方性を有するネマチック液晶を注入して、それぞれ液晶パネルを製造した。
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【０３５６】
　次に、上記で製造した各液晶パネルを用い、それぞれ硬化膜の形成されたＩＴＯ電極付
きのガラス基板の側から、キヤノン（株）製ＰＬＡ－５０１Ｆ露光機（超高圧水銀ランプ
）を用い、各液晶パネルの全面に１０００Ｊ／ｍ２の照射量で紫外線の照射を行った。
【０３５７】
　次に、紫外線照射後の各液晶パネルを恒温槽中に置き、７０℃において５Ｖの電圧を６
０マイクロ秒の印加時間、１６７ミリ秒のスパンで印加した後、印加解除から１６７ミリ
秒後の電圧保持率を、東陽テクニカ社製の「ＶＨＲ－１」により測定した。このときの数
値を各液晶パネルの電圧保持率（ＶＨＲ）とした。評価の結果、ＶＨＲが９３％以上の場
合に液晶パネルは良好な電圧保持特性を有すると評価し、９６％以上の場合に最も良好と
評価した。評価結果については、使用した感放射線性樹脂組成物の種類とともに表２にま
とめて示した。
【０３５８】
＜液晶表示素子の製造と発泡の評価＞
実施例１３
［発泡の評価］
　本実施例では、適宜公知の方法を利用し、上述した図１の本発明の第１実施形態の一例
である液晶表表示素子１と同様の構造を有するアクティブマトリクス型のＶＡモードのカ
ラー液晶表示素子を製造した。
【０３５９】
　始めに、液晶表示素子を構成するアレイ基板の製造を行った。製造されるアレイ基板が
上述した図１のＴＦＴ２９と同様のＴＦＴを有するように、先ずは、公知の方法にしたが
い、無アルカリガラスからなる絶縁性のガラス基板上に、ｐ－Ｓｉからなる半導体層を有
するＴＦＴ、電極や配線等、および、ＳｉＮからなる無機絶縁膜を配置して、ＴＦＴを有
する基板を準備した。したがって、本実施例において、アレイ基板のＴＦＴは、ガラス基
板上で、通常の半導体膜成膜および公知の絶縁層形成等と、フォトリソグラフィ法による
エッチングを繰り返す等して、公知の方法にしたがって形成されたものである。
【０３６０】
　次いで、実施例１で調製した感放射線性樹脂組成物（Ｓ－１）を使用し、準備されたＴ
ＦＴを有する基板上にスリットダイコーターで塗布した。次いで、ホットプレート上で、
９０℃にて１００秒間プレベークし、有機溶媒等を蒸発させて塗膜を形成した。
【０３６１】
　次いで、ＵＶ（紫外）露光機（ＴＯＰＣＯＮ　Ｄｅｅｐ－ＵＶ露光機ＴＭＥ－４００Ｐ
ＲＪ）を用い、所定のパターンが形成可能なパターンマスクを介して、ＵＶ光を１００ｍ
Ｊ照射した。その後、２．３８質量％の濃度のテトラメチルアンモニウムヒドロキシド水
溶液（現像液）を用い、液盛り法によって、２５℃で１００秒間の現像処理を行った。現
像処理後、超純水で１分間、塗膜の流水洗浄を行い、乾燥させて基板上にパターニングさ
れた塗膜を形成した後、オーブンにて２３０℃で３０分間加熱（ポストベーク）して硬化
させ、基板上に硬化膜を形成して層間絶縁膜とした。基板上の層間絶縁膜は、パターニン
グされてコンタクトホールが形成されている。
【０３６２】
　次いで、層間絶縁膜上に、ＩＴＯからなる膜を、スパッタリング法を利用して成膜し、
フォトリソグラフィ法を利用したパターニングによって画素電極を形成した。形成された
画素電極は、コンタクトホールを介して、ＴＦＴに接続する。
【０３６３】
　次いで、公知の方法により製造されたカラーフィルタ基板を準備した。このカラーフィ
ルタ基板は、透明なガラス基板上に赤のカラーフィルタ、緑のカラーフィルタおよび青の
カラーフィルタと、ブラックマトリクスとが格子状に配置されてカラーフィルタが形成さ
れ、そのカラーフィルタの上には、カラーフィルタの平坦化層となる絶縁膜が形成されて
いる。そしてさらに、その絶縁膜の上には、ＩＴＯからなる透明な共通電極が形成されて
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【０３６４】
　次に、製造されたアレイ基板のＴＦＴの配置面およびカラーフィルタ基板のカラーフィ
ルタの配置面に、それぞれ液晶配向剤（商品名ＪＡＬＳ２０９５－Ｓ２、ＪＳＲ（株）製
）を、スピンナを用いて塗布し、８０℃で１分間、その後１８０℃で１時間加熱すること
により、膜厚６０ｎｍの配向膜を形成して、配向膜付きのアレイ基板および配向膜付きの
カラーフィルタ基板を製造した。
【０３６５】
　次に、各基板の画素領域の外周に紫外線硬化型のシール材を塗布した後、ディスペンサ
を用いて、シール材の内側に、負の誘電率異方性を有するネマチック液晶に光重合性を有
する重合性成分を添加して調製された重合性液晶組成物を滴下した。
【０３６６】
　その後、真空中で、重合性液晶組成物が滴下されたアレイ基板にカラーフィルタ基板を
貼り合わせた。次に、シール材の塗布領域に沿ってＵＶ（紫外）光源を移動させながらＵ
Ｖ（紫外）光をシール材に照射し、シール材を硬化させた。このようにして、対向するア
レイ基板とカラーフィルタ基板との間に重合性液晶組成物を封止して、重合性液晶組成物
の層を形成した。
【０３６７】
　次に、アレイ基板のＴＦＴがオンとなる電圧をＴＦＴのゲート電極に印加した状態でＴ
ＦＴのソース電極とカラーフィルタ基板上の共通電極との間に交流電圧を印加し、重合性
液晶組成物の層の液晶を傾斜配向させた。次いで、液晶が傾斜配向する状態を維持したま
まで、超高圧水銀ランプを用い、重合性液晶組成物の層にアレイ基板の側から紫外光を照
射し、液晶が所定の方向にプレチルト角を形成してほぼ垂直に配向してなる液晶層を形成
した。以上のようにして、ＶＡモードのカラー液晶表示素子を製造した。
【０３６８】
　次に、製造された液晶表示素子を用い、高温（８０℃）の状態で衝撃を与えて、画素中
での発泡の有無を確認した。液晶表示素子へ衝撃は、パチンコ玉を液晶表示素子上方３０
ｃｍから落下させることにより付与した。衝撃の付与によって、液晶表示素子の画素中に
、発泡が全く発生しないものおよび発泡するものの気泡の密度が少ないものを良好と、気
泡の密度が大きいものを不良として評価した。評価の結果は、良好を○印、不良を×印と
して、表２に、使用した感放射線性樹脂組成物の種類とともに示した。
【０３６９】
　次に製造に使用した感放射線性樹脂組成物の種類が異なって、実施例２～実施例１０お
よび比較例１～比較例２で調製した各感放射線性樹脂組成物（（Ｓ－２）～（Ｓ－１０）
および（ｓ－１）～（ｓ－２））とした以外、上述と同様の方法で、ＶＡモードのカラー
液晶表示素子をそれぞれ製造した。
【０３７０】
　その後、上述と同様の方法で、製造された各液晶表示素子を用い、同様の方法で、衝撃
の付与による画素中での発泡の有無を確認し、その評価を行った。評価結果については、
使用した感放射線性樹脂組成物の種類とともに表２にまとめて示した。
【０３７１】
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【表２】

【０３７２】
　実施例１～実施例１０で調製した感放射線性樹脂組成物（（Ｓ－１）～（Ｓ－１０））
を用いて製造された液晶表示素子は、衝撃の付与に対して発泡がなく、発泡が抑制されて
いた。一方、比較例１～比較例２で調製した感放射線性樹脂組成物（（ｓ－１）～（ｓ－
２））を用いて製造された液晶表示素子は、衝撃の付与に対して顕著な発泡が見られた。
【０３７３】
　尚、本発明は上記した各実施の形態に限定されるものではなく、本発明の趣旨を逸脱し
ない範囲内において、種々変形して実施することができる。
【産業上の利用可能性】
【０３７４】
　本発明の液晶表示素子は、本発明の感放射線性樹脂組成物を用いて層間絶縁膜が形成さ
れ、高画質の表示を可能とするとともに、高い信頼性を示すことができる。したがって、
本発明の液晶表示素子は、大型液晶ＴＶ等の用途の他、最近、低消費電力化および高画質
化が強く求められているスマートフォン等の携帯情報機器の表示素子の用途にも好適であ
る。
【符号の説明】
【０３７５】
　１　　液晶表示素子
　１０　　液晶層
　１５，１１５　　アレイ基板
　２１，９１，１２１　　基板
　２２，１２２　　ベースコート膜
　２３，１２３　　半導体層
　２４，１２４　　ゲート絶縁膜
　２５，１２５　　ゲート電極
　２９，１２９　　ＴＦＴ
　３１ｆ，３１ｇ　　コンタクトホール
　３４，１３４　　ソース電極
　３５，１３５　　ドレイン電極
　３６　　画素電極
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　３７，９５　　配向膜
　４１，１４１　　無機絶縁膜
　５２，１５２　　層間絶縁膜
　６１　　第一配線層
　９０　　カラーフィルタ基板
　９２　　ブラックマトリクス
　９３　　カラーフィルタ
　９４　　共通電極

【図１】 【図２】
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要解决的问题：提供一种具有层间绝缘膜的液晶显示元件，其中可以容
易地抑制发泡，提供用于形成层间绝缘膜的辐射敏感树脂组合物，提供
层间绝缘膜和方法制造薄膜，并提供制造液晶显示元件的方法。解决方
案：液晶显示元件1包括一对彼此相对设置的阵列基板15和滤色器基板
90，液晶层10由可聚合液晶组合物形成并设置在阵列基板15和滤色器基
板90之间，以及层叠在阵列基板15的液晶层10侧的层间绝缘膜52.层间绝
缘膜52由辐射敏感树脂组合物，包含[A]聚合物和[B]光敏剂，并且具有透
光性当薄膜厚度为2μm时，对于波长为310nm的光，ce为70％或更高。
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